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イントロダクション

1  お客さま・地域社会との共存共栄をめざします。
2  活気ある企業風土の醸成をめざします。
3  健全性の確保と企業価値の創造をめざします。

⃝対話を密にし、相互の信頼を深めます
⃝ プロフェッショナルとして成長するための努力を惜しみません
⃝ 多様性（ダイバーシティー）を理解し、人権を尊重します
⃝ 環境の負荷軽減に努め、地域の活性化に貢献します
⃝ ステークホルダーの期待を超える行動を実践します

経営理念

行動指針

地域金融機関としての責務の遂行を通じ、
ステークホルダーの皆さまとともに地域社会の持続的成長をめざします。
本誌は、株主及び投資家の皆さまをはじめ、当行をご利用のお客さま、
そして地域の皆さまに私たちの取組みをご理解いただくとともに、
私たちから皆さまへのコミットメントとして発行いたします。

For Our Stakeholders
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本 店 所 在 地 香川県高松市亀井町5番地の1
創 業 1878年11月1日
総 資 産 5兆7,845億円
総 預 金 4兆7,958億円（譲渡性預金を含む）
貸 出 金 3兆3,668億円
資 本 金 373億円
発行済株式総数 29,100千株
従 業 員 数 1,995人
店 舗 数 132店舗（本支店 99、出張所 22、 

クイックスクエア 6、コンサルティング
プラザ 5）
海外駐在員事務所 1 （上海※）

店舗外ATMコーナー 145カ所
※上海駐在員事務所は2023年4月28日に閉鎖いたしました。

（2023年3月31日現在）

編集方針
百十四銀行は、当行グループの持続可能な価値創造に向けた取組み
について、財務情報と非財務情報の両面からステークホルダーの皆
さまに分かりやすくお伝えすることを目的に本報告書を作成いたし
ました。編集にあたっては、参考としたガイドラインとして国際統
合報告評議会（IIRC）が提唱する「国際統合報告フレームワーク」、
サステナビリティ情報については「気候関連財務情報開示タスク
フォース（TCFD）」を参考にしております。
なお、本報告書（情報編・資料編）は、銀行法第21条に基づくディス
クロージャー資料（業績及び財産の状況に関する説明資料）を兼ねて
おります。計数につきましては資料編をご覧下さい。

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」
15 経営企画担当取締役メッセージ
19 新中期経営計画
21 マテリアリティに基づく事業展開
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小豆島エンジェルロード
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イントロダクション

数字で見る百十四銀行

長期発行体格付 発行体格付

創業

信用格付
（2023年3月末）

営業店舗がある都府県数

預金シェア（香川県内）
（2023年3月末）

顧客数
（2023年3月末）

貸出金シェア（香川県内）
（2023年3月末）

JCR
(日本格付研究所）

R&I
(格付投資情報センター)

A A-

145周年 11都府県 個人顧客数

法人顧客数
124万人

55,013社

総預金残⾼（単体）
※預金＋譲渡性預金

貸出金残⾼（単体）

2021年3月末 2022年3月末 2023年3月末

45,394
46,483

（億円） （億円）

4兆7,958億円 3兆3,668億円

9.10% 76.10%
連結自己資本比率

（%）

OHR（単体）
※経費÷業務粗利益

（%）

47,958

1878年（明治11年）創業
当行は香川県を基盤として各地域に

展開する広域地方銀行

2021年3月末 2022年3月末 2023年3月末

45,394
46,483

47,958

2021年3月末 2022年3月末 2023年3月末

30,429
31,648

33,668 （億円）

235億円
コア業務純益

（除く投資信託解約損益、単体）

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期

90

150

235

2021年3月末 2022年3月末 2023年3月末

9.35 9.34 9.10

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期

76.76
71.64

76.10

（単体）

83億円
（連結）

91億円
当期純利益（単体・連結※）

（億円）

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期

単体
16

単体
108 単体

83

連結
25

連結
117 連結

91

第1位 第1位

■ 当行　■ 都市銀行、地銀（当行除く）、第二地銀、信用金庫等

48.3% 38.6%

当行は、地域の皆さまに支えられ創業以来150年近く歩み続けてきた銀行であり、今では数少ないナンバーバンク（設立時の
内認可の順番を銀行名として使用している銀行）のひとつです。

※ 連結当期純利益は、親会社株主に帰属する当
期純利益
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当行の営業基盤

⃝交通と物流の拠点
香川県は、四国の玄関口として瀬戸大橋、四国横断自動車道、

高松空港、高松港など広域交通体系が整備され、首都圏や関西
圏との交通アクセスの利便性が高く、四国と本州を結ぶ交通の
要衝として重要な位置にあります。 

全国14番目
四国では1番 
(2020年）

⾼松港入港船舶隻数（外航+内航）

30,436隻　

香川県

兵庫県 愛知県

東京都

大
阪
府

岡山県

広島県

愛媛県
高知県

徳島県

福岡県

東京都、愛知県、大阪府

都市圏（8か店）

香川県(地元)
9,802先（51%）

広域瀬戸内圏※

6,766先（35%）

都市圏
(東京都・愛知県・大阪府）
2,676先（14%）

当行のお客さま(2023年3月末)

香川県が全国シェアトップの工業製品・農林水産物

全取引先数
（全与信先及び各種支援先）

19,244先
※ 四国各県及び兵庫県、 

岡山県、広島県、福岡県

※ 出所：経済産業省「令和2（2020）年工業統計調査」、香川県農政水産部
「統計でみる香川の農業・水産業　令和4年度版」

※出所：国土交通省HP

人口

94万人
全国39位

自然災害被害額

256百万円
少ない方から
全国6位

スポーツ用革手袋
（合成皮革製を含む）

金時にんじん オリーブ

うちわ、扇子
（骨を含む） 建設用クレーン

74.7％

97％ 87％

3,3433,343百万円百万円

1,7941,794トントン 540540トントン

2,6912,691百万円百万円 102,379102,379百万円百万円

49.6％ 46.8％

全国1位全国1位

全国1位全国1位 全国1位全国1位

全国1位全国1位 全国1位全国1位

■ 強固な顧客基盤と広域ネットワーク
当行は、香川県を基盤とし、全国11都府県に132店舗を展開しております。1950年、大阪地区への進出を皮切りに、東京、

岡山へと出店を進め、各地域に根差した営業を行ってきたことで、地方銀行では有数の歴史ある広域店舗網を築いております。

■ 地元香川県のポテンシャル

香川県（94か店）

香川県

岡山県、広島県、福岡県、兵庫県、
愛媛県、高知県、徳島県

広域瀬戸内圏（30か店）

⃝変化に強い産業構造
香川県内には、建設機械や電気機械等の分野で国内トップクラス企業の工場が立地しており、それらを中心に高度なものづ

くりの技術を有する協力企業が多数集積しております。また、臨海部の工業地域を中心に、化学、非鉄金属などの基礎素材系
の大規模工場が立地しております。加えて、冷凍食品や調味料などの食品関連の企業が県下一円に多数集積しております。

特定の業種に偏らないバランスのとれた産業構造であることから経済環境の変化にも強く、特色あるさまざまな分野で活躍
するニッチトップ企業を多く抱えていることも特徴です。

※ 出所：香川県「100の指標からみた香川　令和5年版」

県内総生産（名目）

4,186千円
全国19位

一人当たり
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頭取メッセージ

 “ウェルビーイング” をキーワードにめざす姿を明確化

平素より百十四銀行をお引き立て賜り、誠にありがとう
ございます。
2022年度は、前中期経営計画「トライ☆ミライ！」の最
終年度として、総合コンサルティング・グループへの転換
に向けた取組みを着実に進めました。
その結果、「顧客向けサービス業務利益」が黒字転換する
等、新たなステージに向けた体制が整ったと評価しており
ます。これもひとえにお客さま、株主さま、職員といった
さまざまなステークホルダーの皆さまの温かいご支援の賜
物と深く感謝しております。
4月にスタートした新中期経営計画においては、その策定

にあたり、百十四グループが取り組むべき重要課題（マテリ
アリティ）の特定と、マテリアリティを解決していく先に見
据える姿として「長期ビジョン2030」を策定いたしました。
当行が長期ビジョンを策定するのは今回が初めてですが、
サステナビリティ経営の推進に向け、「ウェルビーイング」
をキーワードに、これまでの「短期目線、主語は当行」と
いう考え方から「長期目線、主語はお客さまや地域」に変革
していきたいと考えております。
つきましては、この長期ビジョン、新中期経営計画で私た
ちがめざす姿や、込めた想い等についてご説明いたします。

百十四グループのめざす姿

05 The Hyakujushi  Bank, Ltd.

010_0718987892307.indd   5010_0718987892307.indd   5 2023/07/26   14:21:272023/07/26   14:21:27

 「長期ビジョン2030」に込めた想い

今回策定した「長期ビジョン2030」のビジョンステート
メントを『総合コンサルティング・グループの進化により、
地域のみんなとウェルビーイングな社会を創造する』とし
ました。“地域のみんなと”の部分は、当行の経営理念で

ある「お客さま・地域社会との共存共栄」に通じる『自利
利他』の想いを込めております。『自利利他』とは仏教の教
えに由来するもので、百十四グループの長期的なサステ
ナビリティに向け、自らの利益を優先するのではなく、

 重要課題（マテリアリティ）に基づく事業展開を図っていく

当行が経営理念で掲げる「お客さま・地域社会との共存
共栄」の実現に向け、外部環境の変化やESG要素を考慮し
たうえで、当行グループ全体で取り組むべき重点課題を整
理し、6つの「百十四グループマテリアリティ」を特定いた
しました。
私たちは、この百十四グループマテリアリティに基づく
事業展開を図っていくことで、“地域のみんな”とウェルビー
イングな社会を創っていきたいと考えております。

2023年7月

百十四グループマテリアリティ

⃝地域経済活性化への取組み
⃝人生100年時代への対応
⃝多様な人材が活躍・成長できる環境の整備
⃝DXの実現と地域社会のデジタル化
⃝気候変動等、環境課題への取組み
⃝持続可能な経営基盤の構築

▶▶ P.14 「百十四グループマテリアリティ」

総合コンサルティング・グループの進化により、
地域のみんなとウェルビーイングな社会を
創造してまいります

取締役頭取
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頭取メッセージ

 新中期経営計画「創ろうイ・イ・ヨ♪」について

新中期経営計画「創ろうイ・イ・ヨ♪」は、「長期ビジョン
2030」からバックキャストした第1フェーズとして、4つの
重点戦略に取り組みますが、これを効果的に進めていくた
めの「成長エンジン」として、3つの変革（Transformation）
を推進してまいります。

 「創ろうイ・イ・ヨ♪」で進める3つの変革（HRX、DX、SX）

▪HRX（Human Resources Transformation）
まず「HRX」ですが、「経営戦略と人事戦略の連動により人
的資本の最大化を図る成長エンジン」と定義し、DX推進と
の相乗効果を図りながらお客さま・地域への価値提供力の
極大化をめざします。私の座右の銘でもある、武田信玄の

「人は城、人は石垣、人は堀、情けは味方、仇は敵なり」と
いう言葉のとおり、やはり最後は「人」なので、「人」に育っ
てもらいたいと思っております。
「創ろうイ・イ・ヨ♪」では、「エンゲージメント醸成によ
る能力発揮」と「戦略推進に向けた人材力の強化」につなが

 「総合コンサルティング・グループ」を進化させていく

長期ビジョンステートメントでは『総合コンサルティン
グ・グループの“進化”』を掲げておりますが、前中期経営
計画では『総合コンサルティング・グループへの“転換”』を
キーワードとしておりました。
ここで前中期経営計画の成果を振り返りますと、まず体
制面では、複数の部署に分かれていたコンサルティング機
能を集約し、コンサルティング部を新設いたしました。次
に、人材育成面では、行内資格である「114マイスター制
度」を整備し、キャリア形成の多様化を進めたほか、外部ト
レーニーや中途採用を通じてコンサルティング分野やデジ
タル分野などのいわゆる「プロ人材」が55名増加しました。
こうした体制整備を進めながら、お客さまのニーズが高い
分野として、事業計画策定などの「経営コンサル」「人事コン
サル」「ICTコンサル」「事業承継コンサル」「海外支援コンサ
ル」といったコンサルティングサービスの拡充が進みました
ので、『総合コンサルティング・グループへの“転換”』という
目標は概ね計画どおり進捗したと評価しております。
「長期ビジョン2030」では、前中期経営計画で整備した

総合コンサルティング・グループ体制を“進化”させ、お客
さま・地域の課題解決力を更に強化してまいります。では、
この“進化”とはどのような状態になることをめざすのか？
ということですが、まずコンサルティング領域については、
各サービスの更なる高度化により、コンサルティングの
質を高めてまいります。加えて、昨今の業種規制緩和によ
り取組みが可能となった分野にも果敢に挑戦し、課題解決
の幅を広げてまいります。こうした非金融領域の拡大に
加え、これまでの長い歴史で培ってきた金融領域も、お客
さま・地域に伴走していく地方銀行のコンサルティングに
おいては、やはり欠かすことのできない領域として、しっ
かりと取り組んでいきたいと考えております。長らく続い
てきた低金利政策も潮目を迎え、金融領域の高度化と非金
融領域とのシナジー追求が、百十四グループのサステナビ
リティにつながると考えております。こうした取組みにより、
お客さま・地域への課題解決力の強化が図られ、その結果
として本業利益を拡大させることが総合コンサルティング・
グループの“進化”だと考えております。

百十四グループのめざす姿

お客さま・地域が真に望んでいるものを提供し、その結
果として利益がついてくる、という考え方を、これから
の事業活動や職員一人ひとりの行動で実践していくとい
うことです。こうした考えのもと、ビジョンの実現によ
り生み出す価値として、「環境・社会価値」と「経済価値」の

両立を掲げ、「環境・社会価値」においてはマテリアリティ
に係るサステナビリティKPIの達成を、「経済価値」において
は連結ROE5%程度・連結自己資本比率10%程度という目
標を必ず達成してまいります。

「創ろうイ・イ・ヨ♪」の重点戦略

⃝総合コンサルティング・グループの進化
⃝職員のウェルビーイング向上
⃝生産性の飛躍的向上
⃝持続可能な経営基盤の構築

▶▶ P.09〜10 「長期ビジョン2030」
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 「百十四いいよ！」の声を集めていきたい

今回の「長期ビジョン2030」、「創ろうイ・イ・ヨ♪」の策
定を通じて、改めて百十四グループの存在意義は、「お客さ
ま・地域と対話を重ね、知恵を出し、汗をかき、その課題
解決に全力を尽くすことで“地域のみんな”がより良くあり
続けられる豊かな地域社会を実現することである」という
想いを強く感じました。

「長期ビジョン2030」の第1フェーズである新中期経営計
画「創ろうイ・イ・ヨ♪」を着実に進めていく中で、お客さ
ま・地域から「百十四いいよ！」というお声を集めていきた
いと思っております。皆さま方におかれましては、今後と
も変わらぬお引き立て、ご愛顧を賜りますよう心よりお願
い申しあげます。

るさまざまな施策を展開することで、職員の「熱意」と「能
力」を向上させ、めざす姿の実現に向けて必要となる戦略
的な人員配置を実現してまいります。例えば、今年の4月
から導入した「副業制度」では、すでに「神社の宮司」や「映
画監督・脚本家」といった副業を認定しておりますが、こ
うした活動で得た幅広いスキルや知識・人脈は地域経済の
活性化につながっていくでしょうし、多様な人材が活躍で
きる職場環境の整備により、新たな人的資本を生み出す好
循環を実現させていきたいと考えております。
そのほかにも人に関するさまざまな施策を展開していく予
定であり、こうした取組みを通じて職員の「百十四グループに
勤めて良かった」という思いを、お客さまの「百十四グループ
と取引して良かった」につなげていきたいと考えております。

▪DX（Digital Transformation）
次に「DX」ですが、「データ及びデジタル技術を基点とし
たビジネスを変革する成長エンジン」と定義し、お客さ
ま・地域への新たな価値・体験の提供と生産性の飛躍的向
上を実現いたします。
前中期経営計画「トライ☆ミライ！」においても個人向け
の非対面チャネルとして「114バンキングアプリ」をリリー
スしたことに加え、店頭でのお客さまの記入負担軽減や待
ち時間短縮を目的に「店頭タブレット」の導入準備を進める
等、DX推進には力を入れてまいりました。こうした取組み
が認められ、2022年10月には、経済産業省が定めるDX認
定制度に基づく「DX認定事業者」に認定されております。
「創ろうイ・イ・ヨ♪」では、こうしたお客さまの利便性
向上に向けた取組みを進化させていくほか、店舗・業務の
デジタル化を通じて生産性の飛躍的向上を図ることで、
DXとHRXの相乗効果による人的資本の極大化が実現する
と考えております。
また、百十四グループマテリアリティの1つに特定してい
る「DXの実現と地域社会のデジタル化」に向け、当行グルー
プの総力を結集してICTコンサルティングの高度化を図り、
地域のお客さまや自治体のDX化に伴走してまいります。

▪ SX（Sustainability Transformation）
最後に「SX」ですが、「地域社会と百十四グループのサス
テナビリティの両立により中長期的な企業価値を高める成
長エンジン」と定義し、百十四グループマテリアリティに
基づく事業展開を推進してまいります。
中でも近年注目度の高い「気候変動対応」と「人生100年
時代に向けた金融教育の取組み」については、長期ビジョ
ンのゴールである2030年度に向けて取組みを強化してま
いります。
「気候変動対応」につきましては、環境負荷の軽減に向
け、省エネ・創エネへの取組みを強化し、Scope1・2の
CO2排出量を2030年度には2013年度比50%削減する目
標を掲げております。また、お客さま・地域の脱炭素化に
向けた取組みをサステナブルファイナンスの推進といった
金融面でサポートすることに加え、お客さまの脱炭素化に
向けた各種ソリューションの提供といった非金融面のサ
ポートを行い、環境課題の解決にも貢献してまいります。
「金融教育」につきましては、香川県は1世帯あたりの
預貯金残高が上位であることに加え、iDeCo加入率も全
国トップ等、もともと金融リテラシーの高い地域ではあ
りますが、地域の将来世代（小中高・大学生）や教職員の
方々を対象とした金融教育の取組みを拡大し、2030年度
までの金融教育受講者数1万人を目標に、地域の金融リテ
ラシーの更なる向上に貢献したいと考えております。

▶▶ P.19〜20 「創ろうイ・イ・ヨ♪」
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百十四グループのめざす姿

長期ビジョン（百十四グループが長期的にめざす姿）
人口減少・少子高齢化の進展に加え、脱炭素・循環型社会への移行や加速するデジタルシフトへの対応等、地域のサステナ
ビリティに関わる課題は多様化・複雑化しております。このような環境変化の中で、私たち百十四グループが地域とともに
持続的に成長するためには、長期的な視点で地域のサステナビリティに関する課題に主体的に取り組むことで、経営の持続
可能性を高めていく必要があります。
こうした認識のもと、百十四グループは、サステナビリティに関する課題のうち優先的に取り組むべき重要課題を「百十四
グループマテリアリティ」として特定するとともに、マテリアリティの解決に向けて長期的にめざす方向性として「長期ビジ
ョン2030」を定めました。

百十四グループ経営のサステナビリティ向上

職員のウェルビーイング

「法人のお客さま」の
ウェルビーイング

「個人のお客さま」の
ウェルビーイング

職員が働きがいと働きやすさを実感し、
個々の能力を最大限発揮して自己実現が図られた状態

ウェルビーイングな地域社会の創造

金融・非金融の重要な経営課題が
解決されることで事業の成長が実

感できる状態

人生100年時代に向けてライフプ
ランに沿った着実な資産形成の実
現等により、将来に不安なく生活

できる状態

「地域」の
ウェルビーイング

地域経済が活性化するとともに、
重要な環境・社会課題が解決され
ることで、 将来世代が安心して住

み続けることができる状態

株主価値の向上

重要な環境・社会課題の解決により、“地域のみ
んな”がより良くあり続けられるウェルビーイング
な社会の実現

環
境
・
社
会
価
値

▪ グループマテリアリティに係るサステナビリ
ティKPIの達成

私たちが実現したいこと — ウェルビーイングな地域社会の創造
長期ビジョンの策定に際し、まずは各ステークホルダーの「ウェルビーイングな状態」を考えました。私たちは各ステーク

ホルダーのウェルビーイング実現に向けたパートナーとして伴走していくことで、“地域のみんな”と一緒に環境・社会価値
の向上したウェルビーイングな社会を創ってまいります。

• • • ビジョン実現により生み出す価値 • • •

環境・社会価値と経済価値の両立
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2030年度を見据えた百十四グループがめざす姿

収益性向上と経営基盤強化による百十四グループ
の経営のサステナビリティの向上

経
済
価
値

長期的にめざす水準
▪連結ROE5％程度

▪連結自己資本比率10％程度

総合コンサルティング・グループの進化により、
地域のみんなとウェルビーイングな社会を創造する長期ビジョン2030

その実現に向けて — 総合コンサルティング・グループを進化させる
めざす姿の実現に向けて、私たちは前中期経営計画「トライ☆ミライ！」より進めてきた「総合コンサルティング・グループ

への転換」の取組みを更に進め、「金融サービスの高度化」と「非金融の領域拡大」によりお客さま・地域の課題解決力を更に
強化するとともに、ファイナンスとコンサルティングのシナジーの徹底追求により本業利益の拡大を図ることで総合コンサ
ルティング・グループを進化させてまいります。

第3 Phase第2 Phase第1 Phase
新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

前中計
「トライ☆ミライ！」

ファイナンス領域の高度化
(新商品・デジタル化)

金融・非金融の
融合による
シナジー創出

コンサルティング機能強化と
新事業の探索 コンサルティング領域

新事業領域
非
金
融
領
域

金
融
領
域

伝統的銀行業務

コンサルティング機能強化と新事業の探索

［進化］
課題解決力の強化・本業利益の拡大

［転換］
コンサルティングメニュー
の拡充と営業体制の構築

投資専門会社地域活性化

環境広告関連

シニアライフサポートデジタル・BPO

事業承継経営・再生

ICT人事

エリアデザイン海外支援

新事業の“挑戦”領域

コンサルティング領域

 伝統的銀行業務

サステナブルファイナンス等の
付加価値の高い商品の推進

デジタルを活用した
新商品・サービスの導入

長期ビジョン2030

• • • ビジョン実現により生み出す価値 • • •

環境・社会価値と経済価値の両立
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百十四グループの価値創造プロセス

百十四グループの価値創造

INPUT ACTIVITY

百十四グループの強み 経営戦略

外部環境  地域経済の低成長　  人口減少・少子⾼齢化の進展　　　   脱炭素・循環型社会への移行　  社会・経済のデジタルシフト　
 低金利環境の継続　  異業種参入による競争激化　　　　   規制緩和による事業領域拡大

経営理念
1  お客さま・地域社会との共存共 栄をめざします。
2  活気ある企業風土の醸成をめざ します。
3  健全性の確保と企業価値の創造 をめざします。

百十四グループのマテリアリティに基づく事業展開

地域経済活性化への取組み 人生100年 時代への対応

多様な人材が活躍・成長できる環境の整備 DXの実現と地 域社会のデジタル化

気候変動等、環境課題への取組み 持続可能な 経営基盤の構築

総合コンサルティング・グループの進化 生産性の 飛躍的向上

職員のウェルビーイング向上 持続可能な 経営基盤の構築

中期経営計画「創ろうイ・イ・ヨ♪」
長期ビジョンの第1フェーズとして、３つの成長エンジン（SX・HRX・ DX）による変革を進め、

総合コンサルティング・グループの進化に向けた取組み を加速する。

HRX
Human Resources Transformation

DX
Digital Transformation

成長エンジンとなる3つの変革

重点戦略

SXSX
SustainabilitySustainability

Transformation Transformation 

⃝ 香川県内で培ってきた圧倒的シェアとプレゼンス
  預金シェア  48.3％
  貸出金シェア   38.6％

⃝ 地域企業とのリレーション
  全取引先数※1  19,244先

⃝ 広域展開 県外エリアの貸出割合  59.2％
※1  全与信先及び各種支援先

社会資本

⃝ 事業性評価を通じたお客さまとの経営課題 
の共有 

 事業性評価先数  4,758先
⃝ 企業のライフステージに応じたソリューション

の提供
  創業支援先数  174先
  販路開拓支援先数  809先

知的資本

⃝ 総預金  4.7兆円
⃝ 貸出金  3.3兆円
⃝ 連結自己資本比率  9.10％
⃝ 外部格付※3   JCR「A」、R＆I「A-」

※3  2023年3月31日現在

財務資本

⃝ 自然災害の少ない地域環境
⃝ 温暖で豊かな自然環境
⃝ 交通と物流の拠点
⃝ 豊富な観光資源

自然資本

⃝高度な資格保有者 中小企業診断士  26名
   FP1級  120名
⃝114マイスター制度※2

  マイスター認定者  63名
※2   業務を8つに分類し、分野毎に3段階の資格を認定

する行内制度（「マイスター」はその最上位資格）

人的資本

1        1         4
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ACTIVITY OUTPUT

経営戦略

 地域経済の低成長　  人口減少・少子⾼齢化の進展　　　   脱炭素・循環型社会への移行　  社会・経済のデジタルシフト　
 低金利環境の継続　  異業種参入による競争激化　　　　   規制緩和による事業領域拡大

地域のウェルビーイング向上

⃝ 特色ある地域産業の創出
⃝ 魅力ある地域資源の発掘
⃝ 重要な環境・社会課題の

解決

株主価値の向上
⃝中長期的な企業価値の向上
⃝透明性の高い情報開示
⃝ サステナビリティ経営の 

実践
⃝株主還元の充実

個人のお客さまのウェルビーイング向上
⃝ 金融リテラシーの向上
⃝ リアルとデジタルのベストバラ

ンスによる金融サービスの提供
⃝ 一生涯のライフデザインへの 

伴走　

法人のお客さまのウェルビーイング向上
⃝ 金融仲介機能の発揮
⃝ 金融・非金融の経営課題解決 

への伴走

職員のウェルビーイング向上
⃝ 挑戦を後押しする企業風土の改革
⃝ D&Iの推進
⃝ 働きやすい職場環境の整備
⃝ プロフェッショナル人材の育成
⃝ 健康経営の充実

提供する価値 実現したい価値

1  お客さま・地域社会との共存共 栄をめざします。
2  活気ある企業風土の醸成をめざ します。
3  健全性の確保と企業価値の創造 をめざします。

百十四グループのマテリアリティに基づく事業展開

人生100年 時代への対応

DXの実現と地 域社会のデジタル化

持続可能な 経営基盤の構築

生産性の 飛躍的向上

持続可能な 経営基盤の構築

中期経営計画「創ろうイ・イ・ヨ♪」
長期ビジョンの第1フェーズとして、３つの成長エンジン（SX・HRX・ DX）による変革を進め、

総合コンサルティング・グループの進化に向けた取組み を加速する。

DX
Digital Transformation

重点戦略

SXSX
SustainabilitySustainability

Transformation Transformation 

OUTCOME

経済価値

長期的にめざす水準
連結ROE 5％程度
連結自己資本比率 10％程度

収益性向上と経営基盤強化に
よる百十四グループの経営の
サステナビリティの向上

環境・社会価値

“地域のみんな”がより良く
あり続けられるウェルビー
イングな社会の実現

サステナビリティKPI
の達成

1        1         4

環境・社会価値と
経済価値の両立

総合コンサルティング・グループの
進化により、地域のみんなと 

ウェルビーイングな社会を創造する

長期ビジョン2030
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百十四グループの価値創造

サステナビリティ経営体制
当行は経営理念の実現に向け長期的な視点で地域社会を取り巻くさまざまな課題の解決を図るため、取締役会
の監督のもと頭取を委員長とする「サステナビリティ委員会」を設置し、お客さま・地域社会の持続可能性向上
に向けた取組みを組織横断的に議論・協議することでサステナビリティ経営の推進・強化を図っております。

「長期ビジョン」及び「新中期経営計画」の策定を機に、当行が経営理念に掲げる「お客さま・地域社会との共存共栄」の実現
に向けて、現在の外部環境やステークホルダーから求められるESG要素を踏まえ、当行がグループ全体で取り組むべき重点
課題を整理し、「百十四グループマテリアリティ」として特定いたしました。

サステナビリティ委員会

委員会の役割
⃝ 環境・社会・経済などサステナビリティをめぐる諸課題の解決に向けた

取組方針の策定
⃝ 戦略・施策の審議及び進捗管理

2022年度の主な審議事項
⃝ 2022年度サステナビリティ整備計画の策定及び進捗状況
⃝ ダイバーシティ＆インクルージョン推進施策の進捗状況等
⃝ 百十四グループマテリアリティの特定及びサステナビリティKPIの決定
⃝ TCFD開示内容の更新

取締役会

サステナビリティ
委員会

本部
営業店

マテリアリティの特定

委員会等での議論 地域金融機関としての地域での存在意義、価値創造に影響を及ぼす社会課題の状況、
経営課題との関係性の視点からサステナビリティ委員会において協議3

取締役会での決定 サステナビリティ委員会において協議、特定した「百十四グループマテリアリティ」に
ついて取締役会にて決定4

踏まえるべき要素の抽出 地域からの期待、さまざまなESG課題、地域社会やステークホルダーにとって重要な
要素を網羅的に抽出1

⃝生物多様性
⃝森林破壊
⃝海洋酸性化
⃝リサイクル
⃝マイクロプラスチック

⃝人生100年時代
⃝DX推進
⃝次世代への対応
⃝環境課題対応

⃝ 地方創生/地域経済 
活性化

⃝地域企業支援

⃝地域ボランティア
⃝公共政策

⃝Web3
⃝地域コミュニティ

⃝ 職員のウェルビー 
イング向上 

（人的資本経営）
⃝ ガバナンス/経営基盤強化

⃝ 法規制環境の 
マネジメント

⃝ 事業領域拡大
⃝ 新たな規制対応

社
会
の
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に
対
す
る
影
響
度

大

大当行グループのサステナビリティに対する影響度

マテリアリティ（重要課題）

S
⃝ 地域経済活性化への取組み
⃝ 人生100年時代への対応
⃝ 多様な人材が活躍・成長できる環境の

整備
⃝ DXの実現と地域社会のデジタル化

E
⃝ 気候変動等、環境課題への取組み

G
⃝ 持続可能な経営基盤の構築

【課題の優先順位付け】 【マテリアリティの特定】

課題の優先順位付け 抽出した課題を「当行グループのサステナビリティに対する影響度」と「社会のサステ
ナビリティに対する影響度」の2軸で分析し、優先順位付けを実施2
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■百十四グループマテリアリティ
マテリアリティ 機会とリスク 主な取組み サステナビリティKPI 対応する

SDGs

地域経済活性化
への取組み

▶︎機会
⃝ 地域活性化に向けた産学官金連携領域
の拡大

⃝ 地域企業の経営課題の高度化・多様化
に伴うコンサルティングニーズの拡大

▶︎リスク
⃝ 地域の人口減少・経済低迷による持
続可能性の低下

⃝ 地域企業の経営課題への対応遅れに
よる企業業績の悪化

⃝ 地方公共団体等との共創
体制の構築による「まち」
の活性化

⃝   百十四グループによる
法人のお客さまの課題
解決に向けた伴走

⃝   地域の課題解決に向けた
取組件数：150件    
（2030年度までの累計）

⃝ 法人のお客さまへのコン
サルティング等の提供件
数：年間3,000件（2030
年度）

人生100年時代
への対応

▶︎機会
⃝ 人生100年時代に向けた資産形成・
資産運用ニーズの拡大

▶︎リスク
⃝ 高齢化社会の更なる進展による社会
構造変化への対応遅れがもたらす競
争力の低下

⃝   百十四グループによる個
人のお客さまの一生涯の
ライフデザインへの伴走

⃝ 将来世代に対する金融教
育の実践

⃝   資産形成をサポートする
顧客数：16万人（2030
年度）

⃝ 金融教育受講者数：1万人
（2030年度までの累計）

多様な人材が
活躍・成長
できる環境の
整備

▶︎機会
⃝ 職員のウェルビーイング実感による
人材力の持続的成長

⃝ 多様な人材の活躍推進による新たな
価値創造

▶︎リスク
⃝   社会構造変化や価値観の多様化への
対応遅れによるエンゲージメント低下
及び人材流出

⃝  職員の生活の質(QOL)低下による人材
力低下

⃝ ダイバーシティ＆インク
ルージョン推進による多
様な人材が活躍できる職
場環境の整備

⃝   挑戦機会創出による「働
きがい」と、ワークライ
フバランス充実による
「働きやすさ」の向上

⃝ 健康経営推進に向けた健
康増進施策の実施

⃝ エンゲージメントスコア
の持続的向上

⃝  女性管理職比率：30％
以上（2026年度末）※

※  2026年度までに新たな
目標を再設定

DXの実現と
地域社会の
デジタル化

▶︎機会
⃝ デジタル技術の進展による業務・
サービスのデジタルシフト

⃝   地域社会のデジタル化に向けたソリ
ューションニーズの高まり

▶︎リスク
⃝ デジタル化への対応遅れ及び異業種
参入による競争力低下

⃝ デジタルを活用した業務
プロセス改革及びデジタ
ルチャネルの高度化

⃝   SNSやホームページ等の
コンテンツ拡充

⃝ 百十四グループによるお
客さまのDX化推進

⃝ デジタルでつながる顧客数：
40万人（2030年度）

⃝   ICTコンサルティング取
組先の倍増（2030年度）

気候変動等、
環境課題への
取組み

▶︎機会
⃝ 環境課題解決に向けたファイナン
ス・ソリューションニーズの高まり

▶︎リスク
⃝  気候変動等への対応不足による社会
的信頼の低下

⃝   異常気象の発生や脱炭素社会への不
適応に伴う地域企業の業績悪化

⃝ 2050年カーボンニュー
トラルに向けた脱炭素・
循環型社会への率先した
取組み

⃝ サステナブルファイナン
ス等によるお客さまの脱
炭素化に向けた取組みの
強化

⃝ CO2排出量（Scope1・2)：
2013年度比50％削減
（2030年度）

⃝ サステナブルファイナンス
実行額：5,000億円、うち
環境系2,000億円
（2021-2030年度累計）

持続可能な
経営基盤の構築

▶︎機会
⃝ ガバナンス態勢の高度化及び収益構
造改革等による事業基盤の強化

▶︎リスク
⃝   ガバナンス不足による社会的信頼の低下
⃝ サイバー攻撃、災害等への対応遅れに
よる事業活動中断や社会的信頼の低下

⃝ ガバナンスの強化
⃝ 収益構造改革による企業
価値の向上

⃝ 資本戦略の強化及びリス
ク管理態勢の高度化

⃝ システム・デジタル基盤
の強化

⃝ 政策保有株式の計画的
削減

⃝ ステークホルダーとの対
話拡充
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25億円

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期

9.35% 9.34%

9.10%

76.76%

71.64%
76.10%

117億円
91億円

経営企画担当取締役メッセージ

  2022年度業績及び前中期経営計画の振り返り

前中期経営計画『トライ☆ミライ！』の最終年度となる2022年度は、コロナ禍からの持ち直しの動きがみられる一方、原材料・資
源価格の高騰や、金利・為替の変動、更には長引くウクライナ情勢の影響等、先行きが不透明な中での事業運営となりました。

このような環境下、親会社株主に帰属する当期純利益は、前期比26億円減少の91億円となりました。外国為替売買益及び金
融派生商品関係損益の大幅な増加があった一方で、将来に損失を持ち越さないために含み損のある外債等を処分したこと等が主
な要因です。

これらの結果、前中期経営計画目標の達成状況につきましては、単体OHRはわずかに目標に届きませんでしたが、健全性指
標である「連結自己資本比率」と収益性指標である「連結当期純利益」は目標を上回ることができました。なお、経費自体は前
中計期間中を通じて着実に減少しており、 「未来につなげる構造改革」を進めた結果であると考えております。

また、前中期経営計画では、『当行ならではの新たな価値提供を通じて、お客さま・地域の未来を共創する総合コンサルティ
ング・グループ』をめざすべき姿としておりましたが、コンサルティング部の新設や、コンサルティングメニューの拡充等、必要
な体制整備が進んだと評価しており、その結果として顧客向けサービス業務利益が黒字化したことも大きなポイントであると考
えております。

⃝前中期経営計画経営目標 

※ 親会社株主に帰属する当期純利益 

最終年度目標 
75％以下 

最終年度目標 
9.0％以上 

最終年度目標 
60億円 

効率性 

単体OHR 

健全性 

連結自己 
資本比率 

収益性

連結当期 
純利益※ 

財務戦略、経営戦略及び人事戦略の
連動強化による企業価値向上に
つとめます

取締役常務執行役員

森　匡史

【経歴】
1989年に入行後、2013年明石支店長、2016年融資部部
長補佐、2018年秘書室長、2020年営業戦略部長、2021
年執行役員経営企画部長を歴任。2022年6月に経営企画・
人事担当の取締役常務執行役員に就任して現在に至る。

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」
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  2023年度業績見通し及び新中期経営計画経営目標について 

2023年度は、新たに策定した中期経営計画『創ろうイ・イ・ヨ♪』の初年度に当たりますが、不透明な市場環境が継続
することを考慮して、親会社株主に帰属する当期純利益は65億円と減益を予想しております。 

新中期経営計画では、百十四グループが一丸となって金融領域と非金融領域のシナジーを徹底追求し、市場環境に左
右されにくい収益構造への変革を進めることで、最終年度である2025年度には親会社株主に帰属する当期純利益を85
億円以上とする目標としております。この目標は最低ラインと考えており、新事業領域への挑戦を含むビジネスモデル
の変革を推し進めるとともに、更なる生産性向上につとめることで、目標を大きく上回ることができるよう取り組んで
まいります。

⃝前中期経営計画『トライ☆ミライ！』の成果 

⃝顧客向けサービス業務利益

⃝新中期経営計画『創ろうイ・イ・ヨ♪』（2023年度〜2025年度）経営目標 

重点戦略

 総合コンサルティング・グループ
への転換

市場価値の⾼い人材の
育成

未来につなげる
構造改革

⃝ 合計12の有償コンサルティングサー
ビスを開始し、コンサルティングメ
ニューを大幅に拡充

⃝ 法人・個人のお客さまへのコンサル
ティングサービスを提供するための
体制を整備

⃝ 行内資格である「114マイスター制度」
メニューの拡充

⃝ 高度資格保有者※1及びプロ人材※2の 
増加

※1　中小企業診断士、FP1級等
※2　DX人材等

⃝ 「114バンキングアプリ」をはじめとし
た非対面チャネルを高度化

⃝ 店舗再編と事務改革に取り組み、人員
の適正化とコスト構造改革が進展

21 3

▲15億円

2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期

▲26億円

▲1億円

50億円

2020年3月期比 2020年3月期比 
貸出要因  +貸出要因  +2727億円 億円 
役務等利益       ＋役務等利益       ＋99億円 億円 
営業経費削減  +営業経費削減  +2929億円 億円 

貸出金平残×預貸金利回り差＋役務等利益ー営業経費 
黒字転換

2022年度実績 2023年度予想 2025年度経営目標 

親会社株主に帰属する 当期純利益 91億円 65億円 85億円以上

連結自己資本比率 9.10％ － 9.0％程度 

単体OHR 76.10％ － 70.0％程度

16The Hyakujushi  Bank, Ltd.
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経営企画担当取締役メッセージ

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

  持続的な企業価値の向上について ~3つのドライバーでROEの持続的成長を図る~

「長期ビジョン2030」でめざす『ウェルビーイングな地域社会の創造』のためには、百十四グループが十分な収益性と健
全性を向上させることが前提になると考えます。そのためにも、ROE向上への取組みを強化することで、資本コストを意識
した企業経営を実現してまいります。また、ROEを重視する姿勢を示したいと考え、長期的にめざす連結ROEの水準を初め
て設定し、2030年度の連結ROE目標を5％程度といたしました。 

ROEを改善するにはいくつかの構成要素に分けて考える必要がありますが、「EPS（1株当たり当期純利益）向上」、「リスク
アセットコントロール」、「株主還元拡充」の3つのドライバーに着目し、あらゆる施策がROE改善に有機的につながることで、
ROEの持続的成長をめざしてまいります。 

まず「EPS向上」の観点では、新中期経営計画の4つの重点戦略のうち、『総合コンサルティング・グループの進化』及び『生
産性の飛躍的向上』の戦略実行により、トップライン強化とコストコントロール管理に取り組んでまいりますが、人事担当
役員として『職員のウェルビーイング向上』戦略の推進も非常に大事だと思っております。百十四グループでは、『職員の
ウェルビーイングの向上』を、「働きがいと働きやすさの両立により、お客さま・地域の課題解決に熱意をもって取り組む
職員を増やすこと」と定義しており、こうした職員を増やしていきながら、経営戦略と人事戦略の連動による人的資本の最
大化を図っていくことが、収益力強化の1丁目1番地であると考えております。 　　 

⃝ROEの持続的成長に向けたロジックツリー

ROE

当期純利益

自己資本

ROA

当期純利益

総資産

財務レバレッジ

総資産

自己資本

当期
純利益

総資産

自己資本

リスクアセット 
コントロール

株主還元
拡充

トップライン強化

成長投資

政策保有株式削減

コストコントロール

人的資本価値最大化

発行済株式数削減

配当方針

自己株式取得

【 構成要素 】 【 ドライバー 】

【 主要テーマ 】

EPS向上
(Earnings Per Share)
1株当たり当期純利益

17 The Hyakujushi  Bank, Ltd.
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次に「リスクアセットコントロール」「株主還元拡充」の観点では、『政策保有株式削減』に取り組むとともに『株主還元
方針』がポイントとなります。 
『政策保有株式』については、継続的に削減を進めており、2022年度は、簿価ベースで69億円を削減いたしました。今

後も削減を進め、中期経営計画期間中（2023年度～2025年度）に簿価ベースで更に60億円を削減する計画としております。
また、2030年度末までに政策保有株式の連結純資産比率（時価ベース）を20％以下まで着実に削減していく計画を明示し、
効率的な資本の活用を進めてまいります。 

『株主還元方針』については、2022年度に1株当たり配当金を前年比5円増配の75円とするとともに、2023年5月には、
上限6億円の自己株式を取得（取得期間2023年6月12日～8月31日）することを決定いたしました。今後も、長期的な株主価
値の最大化に向けて、安定的な利益還元に配慮しつつ、内部留保の充実度合い、利益の状況及び経営環境等を総合的に考慮
したうえで配当を実施する方針としております。 

こうした取組みに加え、株主さまをはじめとするステークホルダーの皆さまへの適切な開示と対話の拡充に向けた取組み
にも注力してまいります。百十四グループマテリアリティの進捗状況を管理するサステナビリティKPIにおいても『ステー
クホルダーとの対話拡充』を設定しておりますが、コロナ禍により中断していた個人投資家向け会社説明会の再開をはじめ、
ステークホルダーの皆さまの関心の高い分野を分かりやすくタイムリーにお伝えしていくとともに、ステークホルダーの皆
さまからご意見をいただく機会を増やしていくことで、株主の皆さまからの評価を上げながら、PBRの改善にもつなげてま
いりたいと考えております。 

1,065
970

887

348

36.5%
34.1%

31.5%

20.0%

494 477
408

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2030年度

▲69

■ 時価残高（億円）
■ 簿価残高（億円）
       連結純資産比率（時価ベース）

簿価ベース60億円を削減

連結純資産比率(時価ベース）20％以下へ

80
70 70 7075

30.6%

80.5%

26.2%
31.1%30.2%

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度予想

■■ 1株当たり年間配当額（円）       　 総還元性向（連結）

⃝政策保有株式の削減状況 

⃝株主還元の状況 
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新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

新中期経営計画
中期経営計画（名称「創ろうイ・イ・ヨ♪」）は、3つの変革を成長エンジンとして4つの重点戦略に取り組むことで、
ウェルビーイングな地域社会の実現と百十四グループの経営のサステナビリティ向上をめざしてまいります。

SX [ Sustainability ]   /  HRX [ Human Resources ]   /  DX [ Digital ]3つの変革の推進
- Transformation -

お客さま・地域から「百十四いいよ！」と言っていただけるような付加価値
の高いサービスを提供していくことで、“地域のみんな”がウェルビーイング
を実感できる 「いい世の中」を創っていこうという想いを込めております。

名称の
意味

SＸ推進

株主価値の向上

ウェルビーイングな地域社会の創造

地域共創 法人戦略

総合コンサルティング・グループの進化

百十四グループ経営のサステナビリティ向上

有価証券運用の安定化 システム・デジタル基盤整備

持続可能な経営基盤の構築

エンゲージメント醸成 人材力強化

職員のウェルビーイング向上
Ｈ
Ｒ
Ｘ
推
進

名称

基本
方針

重点
戦略

戦略を支える
成長エンジン

長期ビジョンの第1フェーズとして、3つの成長エンジン（SX・HRX・DX）による変革を進め、
総合コンサルティング・グループの進化に向けた取組みを加速する。

■ 総合コンサルティング・グループの進化  ■ 職員のウェルビーイング向上
■ 生産性の飛躍的向上  ■ 持続可能な経営基盤の構築

重点戦略 1

重点戦略 2

重点戦略 4

SX (Sustainability)： 百十四グループと地域社会のサステナビリティの両立
HRX (Human Resources)： 経営戦略と人事戦略の連動により人的資本の最大化
DX (Digital)： データ及びデジタル技術を起点としたビジネスの変革

19 The Hyakujushi  Bank, Ltd.
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目標項目／年度
2022年度

（前中計最終年度）
2025年度

（中計最終年度）
実績 経営目標

SＸ推進

株主価値の向上

ウェルビーイングな地域社会の創造

個人戦略 グループ戦略

総合コンサルティング・グループの進化

百十四グループ経営のサステナビリティ向上

コスト・リターン管理の徹底 ガバナンスの強化

持続可能な経営基盤の構築

業務改革 チャネル改革

生産性の飛躍的向上 Ｄ
Ｘ
推
進

収益性
（連結）

健全性
（連結）

効率性
（単体）

当期純利益

自己資本比率

OHR（業務粗利益ベース）

91 億円 85 億円 以上

9.10 % 9.0 % 程度

76.10 % 70.0 % 程度

重点戦略 3

（親会社株主に帰属する当期純利益）
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地域経済活性化への取組み

少子高齢化や都市部への一極集中等による地域経済の衰退が懸念される中、地域金融機関の使命として、地域に 根ざして事業活動を行うお客さまの金融・非金融の課題解決に伴走することで地域経済活性化への取組みを強力
に推し進めてまいります。

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

マテリアリティに基づく事業展開

▪観光振興への取組み
日本航空株式会社さまとの間に、地方創生の推進に係る包括連携協力に関する協定書を締結

いたしました。地域の観光活性化や誘客支援、地域資源の発掘や磨き上げといった分野に
おいて、両社の持つノウハウやネットワークを有効活用し、香川県における地方創生の実現
をめざします。

▪地域産品の普及拡大への取組み
香川県内の関係団体と連携し、「知られざるかがわの県産品」を地元に普及拡大させることを目的

としたプロジェクトを立ち上げました。第一弾として、「観音寺市・伊吹島の釜揚げいりこ」をテー
マに香川県内の飲食店事業者さまの協力のもと、釜揚げいりこを活用した料理メニューの提供を
期間限定で行いました。

▪香川県内自治体との連携協定
当行は香川県内の全ての地方自治体（香川県及び香川県

内の8市9町）と地方創生に関連する連携協定を締結してお
ります。連携協定に基づき地域経済活性化に向けた取組み
で協働してまいります。

［連携協定の主な分野］

▪PPP・PFI推進に向けた取組み
香川県内における官民連携の強化を目的に立ち上げた

「かがわPPP／PFI地域プラットフォーム」では公共施設の
活用などのテーマに限らず、官民連携を基軸としたさまざ
まなテーマの企画を実施しております。

［2022年度の主な取組実績］

⃝地元産品の販路拡大
⃝企業・産業間のビジネスマッチング支援
⃝創業・起業支援　　⃝観光・農業振興 等

⃝ 公共施設の民間利用に関するクローズ型サウンディ
ングの実施

⃝地域課題解決に向けたワークショップ開催
⃝自治体職員向けのセミナー開催

ひと

まち

交流人口・
定住人口の
拡大

地域のブランディング
エリアデザイン
DX・GX

産業振興・
地域資源の
普及拡大

しごと

地域のDX・
環境対策（GX）

● DX・GX推進支援
(地公体・法人・個人)

人口減少・
少子高齢化・教育

● UIJターン支援
● 金融教育
● 相続・空き家対策支援

産業振興

● 創業塾開催
● 企業誘致支援
● SDGs推進支援　
● 人材紹介

● 補助金申請支援
● 販路開拓支援
● 事業承継・M&A
● 産業観光　等

地域資源
ブランド化

● 県産品普及支援
● 新商品開発支援
● 地域商社「Shikoku
ブランド」の活用

まちづくり

● PPP・PFI
● 基本計画策定支援

観光振興

● 外部機関との連携
● 観光モニタリング
● 観光活性化ファンド

農業振興

● 農業融資
● 農地利活用推進
●６次産業化　等

「まち・ひと・しごと」の好循環を実現「まち・ひと・しごと」の好循環を実現

関連する
サステナビリティKPI

2030年度
地域の課題解決に向けた取組み件数 累計150件

新中期経営計画 地域共創戦略

地方公共団体等との共創体制構築による「まち」の活性化
まちづくりの主体となる地方公共団体及び地方創生に取り組む外部機関との間で地域活性化に向けた共創体制を構築し、

「しごと」と「ひと」の好循環を支える「まち」の活性化を図ってまいります。重要な地域課題の解決に自ら取り組むことで、
地域と百十四グループの持続的成長を実現してまいります。
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少子高齢化や都市部への一極集中等による地域経済の衰退が懸念される中、地域金融機関の使命として、地域に 根ざして事業活動を行うお客さまの金融・非金融の課題解決に伴走することで地域経済活性化への取組みを強力
に推し進めてまいります。

お客さまの成
長・発展に伴走

法人のお客さま

法人の
お客さま法人の
お客さま

より多く
のビジネ

ス機会

より多く
のビジネ

ス支援

地域の
ウェルビーイング

個人のお客さまの
ウェルビーイング

地域経済の好循環

より多くの雇用
より多くの分配

人口増加
消費拡大

ファイナンスとコンサルティングの両面で
課題解決に伴走

事業ステージに応じた営業体制の構築

法人のお客さまの課題解決力の強化

コンサルティング高度化に向けた連携強化

リアル
チャネル

コンサルティング・ソリューション領域
の深化 新事業領域への挑戦

デジタル
チャネル 営業店 本部 グループ

会社

サステナビリティKPI 2030年度
法人のお客さまへのコンサルティング等の提供件数   3,000件／年

中期経営計画
チャレンジ指標

2025年度
香川県内の法人のお客さま向け貸出金シェア  40％以上

法人のお客さま向けコンサルティング収益  （2022年度比）+7 億円

1,289

3,000

1,700

2022年度
実績

2025年度
計画

2030年度
目標

12

19

2022年度実績 2025年度計画

37.8

40以上

2021年度実績 2025年度計画

コンサルティング等の年間提供件数  （件） 法人コンサルティング収益  （億円）  香川県内の法人のお客さま向けシェア （%）

※ お取引先の決算データに基づく推定値であり
結果が遅行するため2021年度実績を表示

×

地域中核企業の増加地域中核企業の増加

新中期経営計画 法人戦略

法人コンサルティング機能の強化
提供できるコンサルティング・ソリューション領域を拡大・深化させることで専門コンサルティング集団としての機能を

高め、多様化・複雑化する法人のお客さまの金融・非金融の経営課題の解決に伴走してまいります。

22The Hyakujushi  Bank, Ltd.

010_0718987892307.indd   22010_0718987892307.indd   22 2023/07/26   14:21:542023/07/26   14:21:54dm010_0718987892307.indd   21-22dm010_0718987892307.indd   21-22 2023/07/26   18:52:302023/07/26   18:52:30



地域経済活性化への取組み

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

マテリアリティに基づく事業展開

 法人のお客さまのステージに応じた営業体制の構築 
リアルチャネル・デジタルチャネルそれぞれの高度化を図り、法人のお客さまの事業ステージ・ニーズに応じて最適な

アプローチを行うことで、限られたリソースの中で、より多くのお客さまの課題解決に伴走してまいります。

 コンサルティング⾼度化に向けた連携強化 
お客さまとの対話を通じて経営課題の共有を行う営業店の得意先担当者と、共有された経営課題を深掘りし、専門的な見地

で解決策を提案する本部職員の連携を強化することでコンサルティングサービスの高度化を図ってまいります。また、グループ
各社とも協働することでグループ全体でお客さまの課題解決に伴走してまいります。

現状のデジタルチャネル
（法人インターネットバンキング等）

新たなデジタルチャネルを構想

リアルチャネル

事業の成長に向けた経営課題を抱えるお客さまに対して質の高
いコンサルティングサービスを提供するため 、 マーケットに応じた
店舗集約を進めるとともに拠点機能の強化を進めてまいります 。

デジタルチャネル

より多くの法人のお客さまとの接点となるべく 、 情報
発信機能や各種金融機能の拡充により利便性を高めると
ともに、多様な顧客接点を確保してまいります。

フルバンキング店舗
預 為 融 資 預り資産

機能特化・統廃合等
店舗機能を絞り込み

フルバンキング店舗
預 為 融 資 預り資産

フルバンキング店舗
預 為 融 資 預り資産

フルバンキング店舗
預 為 融 資 預り資産

拠点機能を強化拠点機能を強化

顧客接点の多様化顧客接点の多様化デジタル基盤整備デジタル基盤整備

情報発信機能 電子契約機能

金融機能
が中心

お客さま

営
業
店

本
部

リース

システム・ICT

キャッシュレス決済

ブランディング・販路開拓

グ
ル
ー
プ

会
社
等

コンサルティング
サービスの提供

経営課題の
共有

金融サービスの
提供

得意先担当者

トスアップ

連携連携

専門
コンサルタント

専門
コンサルタント

プロジェクトマネジメントプロジェクトマネジメント

法人SA
（法人ソリューション・アドバイザー）

専門
コンサルタント

事業性評価を通じてお客さまと経営課題を共有し、
適切な金融サービスを提供するとともに、非金
融領域の課題は本部コンサルティング部にトス
アップする。

より深い事業性評価によりお客さまの経営課題を深
掘りするとともに、専門コンサルタントと連携して
その解決をマネジメントする。

お客さまの経営課題に対して、専門的知見に基づく
コンサルティングサービス及びソリューションを
提供する。

銀行本体にないソリューションを提供。
今後、対応可能な領域を拡大していく。

コンサル
分野

経営コンサル 人事コンサル ICTコンサル

事業承継
コンサル

海外進出支援
コンサル エリアデザイン

コンサル
専門人材

法人SA
5名

専門コンサルタント
50名

23 The Hyakujushi  Bank, Ltd.

010_0718987892307.indd   23010_0718987892307.indd   23 2023/07/26   14:21:542023/07/26   14:21:54

 法人のお客さまの課題解決力の強化 
多様化・複雑化するお客さまのニーズに対応するため、前中期経営計画期間中より強化を図ってきたコンサルティング

及びソリューション領域を更に深化させることで、専門コンサルティング集団としての機能強化を図ってまいります。また、
お客さま・地域の課題解決に資する分野については新領域の拡大により、課題解決力の強化を図ってまいります。

▪「人事・人材」に関する課題解決へのご支援
2022年度より、人事制度コンサルの提供を開始いたしました。それぞれの会

社の課題に応じた人事評価制度のご提案、導入後の従業員への周知・浸透につい
てのアフターフォローまで一貫した伴走支援を行っております。
また、2022年4月に銀行本体での有料職業紹介事業の認可を取得し、人手不足

に悩む事業者さまに対して主に経営層や管理職層の人材紹介も行っております。

▪「海外進出」に関するご支援 〜ベトナムに現地法人設立を予定（2023年秋）〜
2023年秋にベトナムのホーチミン市に海外進出を検討するお客さま向けのコン

サルティング会社（現地法人：HBCV）の設立を予定しております。ベトナムへの
進出ニーズをお持ちのお客さまに対し、ニーズヒアリングから進出支援及び現地
での伴走まで一貫したサービスを当行グループ自ら提供することで、お客さまの
海外進出のパートナーとなることをめざします。

▪「事業承継」に関するご支援
お取引先経営者の高齢化が進む中、後継者不在等により事業承継に課題を抱える

お客さまからの相談件数が増加しております。親族内承継やM&Aによる第三者承継
の支援はもちろん、今後、投資専門会社の設立によるエクイティを活用した支援も検
討していく予定です。

▪「サステナビリティ経営」に関するご支援
サステナビリティ経営への関心が高まる中、お客さまの事業をSDGsの観点から評価し、取組みの推進をご支援する「百十四

SDGs取組支援サービス」を取り扱っております。更に、サステナビリティ経営の高度化に取り組まれる事業者さまには、マテリ
アリティの特定からKPIの設定までを伴走支援する「114サステナビリティ経営支援サービス」を提供しております。

専門コンサルティング集団としての機能UP
コンサルティング・ソリューション領域の深化

その他規制緩和領域

投資専門会社

エリアデザイン

新領域への挑戦

経営コンサル 人事コンサル ICTコンサル
事業承継コンサル 海外進出支援コンサル

サステナブルファイナンス等 ビジネスマッチング等

より深く より広く

844

1,257
1,090

2020年度
実績

2021年度
実績

2022年度
実績

事業承継の相談件数  （件）

HDバンク：トレーニー1名
HBCV（2023年度設立予定）

カシコン銀行:トレーニー1名

コンサルティング先従業員への周知会の様子
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サステナビリティKPI
2030年度
資産形成をサポートする顧客数  16万人

金融教育受講者数  累計1万人

中期経営計画チャレンジ指標 2025年度
個人のお客さまのライフデザインに係る資産の期末残高 9,000億円以上

111

160
135

2022年度実績 2025年度計画 2030年度目標

8,412 9,000

2022年度実績 2025年度計画

資産形成をサポートする顧客数  （千人） ライフデザイン資産残⾼※  （億円）

※ 個人ローン及び長期的な資産形成に資する
預かり資産の期末残高

人生100年時代への対応

超高齢化社会の到来により人生100年時代が現実になりつつある中、個人のお客さまの一生涯にわたるラ
イフデザインに伴走してまいります。また、将来に不安なく生活ができる着実な資産形成を促すため、地
域の将来世代の金融教育にも取り組んでまいります。

データベースマーケティングに基づく、お客さまのライフイベントに応じた最適なアプローチを実践

データベースマーケティング
分 析 最適なアプローチ情報収集

クレジットカード
介護対策 相続対策

各種ローン
資産形成 資産運用

金融ジェロントロジー関連サービス

ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト

金融
資産

車購入

要介護

住宅購入

レジャー

病気・事故

贈与・相続結婚
進学 退職

就職

出産

リアル
店舗

バンキング
アプリ

コール
センター

生涯に発生する
さまざまなニーズを長くサポート

新中期経営計画 個人戦略

コンサルティング機能強化によるお客さまのライフデザインに伴走
人生100年時代におけるお客さまの一生涯におけるさまざまなニーズに対応するためのコンサルティング機能を強化し、

個人のお客さまが将来も不安なく生活できるよう着実な資産形成をサポートするとともに、生涯価値（ライフタイムバリ
ュー）の向上につなげてまいります。また、2022年4月に新設したデジタル戦略室が担うデータベースマーケティングの推
進により、お客さまのライフイベントに応じた最適なアプローチを実践してまいります。

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

マテリアリティに基づく事業展開
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250

累計10,000

累計1,000

2022年度実績 2025年度計画 2030年度目標

金融教育受講者数  （名）

▪114バンキングアプリの導入

▪個人ローン取引のWeb受付契約サービス導入

3年間で
ユーザー数
20万人を目標

個人のお客さまにはバンキングアプリを軸にデジタルサービスを拡大

2023年２月に導入した114バンキングアプ
リは個人のお客さまに対する非対面チャネルの
中核として、更に機能拡充を図ることで利便性
を高めてまいります。

2023年3月に個人ローン取引のWeb受付契約
サービスの導入を開始いたしました。今後、段階
的に機能を拡充し、幅広い取引に対応していく予
定としており、普段来店が難しいお客さまとの接
点強化を図ってまいります。

▶▶ P.29〜30 「DXの実現と地域社会のデジタル化」

Step1

MyPageを開設

Step2

審査を申し込む

Step3

お客さまとのご連絡

Step4

Web契約

高校への出前授業の様子

 コンサルティング機能強化のための営業体制構築 
お客さまのライフステージやニーズに応じた最適なご提案を実践するための営業体制を構築し、個人のお客さまに対する

コンサルティング機能の強化を図ってまいります。

 非対面チャネルを活用した多様な顧客接点の確保 
非対面チャネルの強化により、リアルとデジタルの境界をなくした多様な顧客体験を提供することで、顧客基盤の裾野

拡大を図ってまいります。

超富裕層
・経営者層

お客さま層 提案商品 主なチャネル・営業体制

オーダーメイド型商品 【本　部】プライベートバンキングチーム

【本　部】ライフプランコンサルタント（LPC）
   【営業店】ライフプランアドバイザー（LPA）

【本　部】コンサルティングプラザ／デジタルチャネル
  【 営 業 店 】 ライフプランアドバイザー（LPA）

投信・投資一任保険、信託

積立型商品・個人ローン

富裕層
・資産承継層

資産形成層

将来世代への金融教育の実践
金融教育の取組み拡大により、地域の将来世代の金融リテラシーを高めてまいります。2022年度は香川県内の中学校・

高校への出前授業の開催等により250名の将来世代に金融教育を行いました。
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サステナビリティKPI
2030年度  職員のエンゲージメントスコアの持続的向上

2026年度  女性管理職比率 30％以上

2022年度末

26.6%
2022年度実績

100%※

女性管理職比率 男性の育児休業等取得率

多様な人材が活躍・成長できる環境の整備

人を「資本」と捉える人的資本経営の考えのもと、働きがいと働きやすさを両立させ、多様な人材が活躍・成長
できる環境の整備を行ってまいります。職員の熱意と能力を高めることで、一人ひとりが持つポテンシャルを
最大限に引き出し、経営戦略と連動した人材配置でお客さま・地域の課題解決に向けた原動力としてまいります。

▪行内留学制度の導入
2022年度より、職員が希望する分野の本部に短期留学で

きる制度を導入しております。本制度を通じて、専門知識を
学ぶとともに、本部専門業務を理解・体感することで、自律
的なキャリア形成につなげてまいります。

▪副業制度・キャリアリターン制度の導入
職員の多様な働き方を支援するとともに、2023年4月より職員

に副業を認める「副業制度」及び当行を中途退職して他の分野で経
験を積んだ職員を再雇用する「キャリアリターン制度」を導入いた
しました。他分野や副業を通じて得た幅広い知識・スキルや新た
な人脈を活用し、地域貢献や当行企業価値向上に寄与することを
期待しております。

▪仕事と育児の両立支援に向けた取組み
「百十四育児応援プログラム」として、産前休暇・育児休業を取得する職員の

サポートを強化しております。各種休暇制度の見直しや育児休業中の職員への
情報発信に加え、男性職員の育児休業も奨励しております。仕事と育児の両立
支援をサポートすることで、女性活躍の推進を図ってまいります。

▪健康経営の強化
女性特有の健康課題への取組みとして、行内研修での教育や啓発資料の

配付、定期的な情報発信等を積極的に行っております。また、不妊治療の通院
等を理由とする休暇制度「出生サポート休暇」を導入する等、不妊治療に向けた
取組みが評価され、2022年11月に香川県ではじめて「プラチナくるみん
プラス」の認定を受けました。

▪キャリア相談窓口の開設
2023年2月に、職員の自律的なキャリア形成の支援を目

的とした「キャリア相談窓口」を設置いたしました。キャリア
形成に関する各種制度の活用についてのアドバイスや、めざ
すキャリアの具体化に向けたサポートを行っております。

副業制度を利用して「神職」を務める職員

※ 育児目的の休暇を含む

えるぼし
（最上位）

プラチナくるみん
プラス

健康経営優良法人

新中期経営計画 HR戦略

エンゲージメント醸成による能力発揮
熱意をもってお客さま・地域の課題解決に取り組む職員を増やすため、職員のエンゲージメント醸成に向けた取組みを強

化しております。

 挑戦を後押しする企業風土の改革 
更なる活躍に向けた挑戦を後押しし、それを評価する風土の醸成により職員のエンゲージメント醸成を図ってまいります。

 誰もが安心して活躍できる場の創出（ダイバーシティ&インクルージョンの推進）
多様な人材が働きがいと働きやすさを実感できる職場環境の整備に取り組んでおります。

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

マテリアリティに基づく事業展開
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140
165

2022年度実績 2025年度目標

人材育成投資額  （百万円）

 戦略遂行に向けた人材力の強化 
専門知識・高度なスキルの取得等によりお客さま・地域の課題解決力を高めるため、職員の人材力強化に取り組んでおります。

▪⾼度資格取得の奨励
専門的知識を持った人材の増加に向けて、中小企業診断士

といった高度資格の取得を奨励する制度を導入しており、高
度資格取得者は年々増加しております。

▪114マイスター制度
各分野における職員の知識量・業務の習熟度を認定する

「114マイスター制度」を通じて、行員の自律的なキャリア形
成及び自己啓発を促しております。今後、最上位の「マイス
ター」の保有者増加によりプロフェッショナル人材の強化を
図ってまいります。

▪人材育成投資の強化
各種研修制度の充実や資格取得の奨励等による人材育成投資の強化を図ること

で、計画的なプロフェッショナル人材の育成を図ってまいります。

▪経営戦略に連動した人材ポートフォリオの実現
経営戦略と人事戦略の連動による人材の最適配置により、経営戦略の遂行に必要な人材ポートフォリオの実現を図ってまいり

ます。新中期経営計画では長期ビジョンで掲げる『総合コンサルティング・グループの進化』に向けて、お客さまと直接対話する
コンサルティング人材の創出及びビジネスモデル変革を担うDX人材の強化に取り組んでまいります。

⾼度資格保有者数 （人）

252
233

208

2021年3月 2022年3月 2023年3月

120

54

52

26
22
47

52

87 111

46

53

23

金融窓口業務サービス１級
経営コンサルタント 中小企業診断士
ファイナンシャルプランニング技能士1級

114マイスター制度認定者数（2023年3月末時点）

戦略KPI

2025年度 （2023年3月末比）
お客さまと直接対話するコンサルティング人材の創出  +50名

ビジネスモデルを変革するDX人材  +10名

若手行員の早期育成及び事務担当職員
　のリスキリングにより営業担当・部門
へ再配置

1

採用強化・人材育成により強化部門へ
配置3

コンサルティング営業力強化に向けた採
用強化・リスキリングにより強化部門へ
配置

2

マイスター（最上位）：63名

リーダー（上級）：455名

オフィサー（初級）：1,506名

認定分野
コンサル ライフプラン

外為 預為事務

ローン 融資管理

本部業務 DX
新分野

営業店事務

+50名

+10名

▲70名程度
（自然減）

本部ミドル・バック

営業店事務

本部ミドル・バック

営業店：
取引先担当

本部：
コンサル人材

DX人材

営業店：
取引先担当

本部：
コンサル人材

DX人材

2023年3月末 2026年3月末計画

約1,930名
1,995名

1

2

3
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重点分野 提供価値 ステークホルダー

非対面チャネルの充実 お客さまが時間と場所を選ばずにサービスを受けら
れる環境の実現

データ利活用等 データに基づき、パーソナライズされた提案やサー
ビスの提供

お客さま・地域のDX化支援 DXを活用した、お客さまの経営課題や地域の社会課
題の解決

店舗・業務のデジタル化 店頭でのお客さまの事務負担軽減・待ち時間短縮と
営業店・本部業務の合理化

DX人材の育成・採用 全職員がDXを活用して主体的に変革に取り組む組織

新規ビジネスの創出 新規ビジネスの創出による地域社会のデジタル化と
経済活性化の促進

法人 個人

職員

法人 個人 地域

法人 地域

法人 個人 地域

法人 個人 職員

DX推進

DXの実現と地域社会のデジタル化

百十四グループでは、環境変化に適応するため、データやデジタル技術を活用して業務プロセスやビジネス
モデル、組織を変革し、お客さまへの新たな価値・体験の提供と業務の生産性の飛躍的な向上をめざしてま
いります。また、お客さま・地域のデジタル化にも積極的に取り組むことで、社会・経済のデジタルシフトを
推進してまいります。

新中期経営計画 DX戦略

百十四グループでは、DXを「データ及びデジタル技術を基点としたビジネスを変革する成長エンジン」と定義し、DXに
よる中期経営計画の各戦略の効果的な推進のために、DX戦略を策定いたしました。
DX戦略では６つの重点分野に取り組み、「百十四グループマテリアリティ」の解決を図ることで、ウェルビーイングな地

域社会の創造と百十四グループの経営のサステナビリティ向上をめざします。

主な取組み

関連する個別戦略

⃝お客さま・地域への新たな価値・体験の提供
⃝生産性の飛躍的向上
⃝DX推進の体制整備

地域共創 法人戦略 業務改革個人戦略 チャネル改革

▪「DX認定事業者」の認定取得
2022年10月、経済産業省が定めるDX認定制度に基づく「DX認定事業者」に認定

されました。
本制度は「情報処理の促進に関する法律」に基づき、DXを推進するための準備が整っ

ている事業者を経済産業省が認定するもので、当行のDX実現に向けたデジタル技術の
活用や体制整備等の取組みが評価されたものです。

サステナビリティKPI

2030年度   
デジタルでつながる顧客数  40万人

ICTコンサルティング取組み先の    倍増（2022年度対比）

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

マテリアリティに基づく事業展開
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紙・印鑑を
デジタルデータへ
シンプル化で

分かりやすい手続き
お客さまの入力内容を

取引に反映
デジタル化・本部集中

・外部委託

▪非対面チャネルの充実とデータ利活用等
お客さまとの多様な接点の確保

2023年2月、従来の個人向けインターネットバンキングより手軽に
利用できる114バンキングアプリをリリースいたしました。今後は、114
バンキングアプリを軸とした非対面チャネルの機能拡充と対面チャネルと
の有機的な連携により、個人のお客さまとの接点の拡大と利便性の向上、
リアルとデジタルの垣根のない顧客体験の実現につとめてまいります。

また、法人のお客さまにつきましても利便性の向上を目的に、さまざまな機能を備えた法人ポータルの導入等、非対面
チャネルの高度化を検討してまいります。

データベース・マーケティングの実践
114バンキングアプリを軸に非対面チャネルの機能を拡充してお客さまとの接点の維持・拡大を図るとともに、各チャネル

を通じて得られたデータに基づくマーケティングの実践により、お客さま一人ひとりのニーズに沿った提案やサービスを
提供してまいります。

▪お客さま・地域のDX化支援
ICTコンサルティングサービスの⾼度化と伴走支援

社会・経済のデジタル化や人手不足等、お客さまが直面している経営課題の解決に向けて、DXの重要性は高まっており
ます。当行はグループ会社と連携して、会計や人事労務管理などのバック業務に加え、営業支援・受発注管理等のフロント
業務を含めたICTコンサルティングサービスの高度化により、地域のお客さまや自治体のDX化を伴走支援してまいります。

▪店舗・業務のデジタル化
店頭タブレットの導入

店頭におけるお客さまの記入負担軽減・待ち時間短縮を目的に、
2023年度中の導入に向けて店頭タブレットの開発を進めております。

今後も来店予約サービスの導入、リモート窓口の設置等、店舗・業務
のデジタル化を積極的に進めることにより、店頭の利便性向上とお客さ
まの課題や悩みを解決するコンサルティング営業のための時間と人員の
創出につとめてまいります。

▪DX人材の育成・採用
当行ではデジタル戦略室によるデー

タ分析人材の育成、行内資格制度であ
る114マイスター制度の認定分野への

「DX人材」の追加、専門人材の中途採
用など、DX人材の育成・採用に取り組
んでまいりました。

今回策定したDX戦略を効果的に遂
行するためにはより多くのDX人材が必
要となります。職員全体のITリテラシー
の底上げとDXマインドの醸成を図ると
ともに、DX推進人材・専門人材の計画
的な育成・採用を進めてまいります。

 お客さま・地域への新たな価値・体験の提供 

 生産性の飛躍的向上 

 DX推進の体制整備 

法人戦略

地域共創

業務改革

個人戦略

法人戦略

チャネル改革

チャネル改革

待たない

持たない

書かない

※中途採用者や新卒採用者に対して、専門性に応じたキャリアパスを準備 

育成方法 専門研修受講 資格所得 OJT 
（システム部門との人事交流、ITベンダーへの研修・出向） 

● DX推進人材

● DX専門人材
●IT・デジタル関連の各分野の高度な専門性を有する人材

●本部企画人材（DXビジネスの企画立案とプロジェクト推進ができる人材）
●ICTコンサルティングチーム（伴走型のICTツール導入支援等） 

●ITツールを使いこなし、分析データを営業に活かせる人材 

育成方法 専門研修受講 高難度資格取得 OJT

 ●お客さまのDX化をコーディネートできる人材  ●銀行本体のDX化を推進できる人材 

営業店法人渉外担当 本部職員（企画・営業担当）  その他職員

育成方法 ITパスポート取得 各種試験 各種基礎研修受講

育成方法 研修受講 各種試験 OJT

DX
専門人材

DX推進人材
（本部）

営業店・本部・グループ会社

専門性の強化

職員全体のDXマインドの醸成
ITリテラシーの底上げ

専門人材
中途採用

理系人材
新卒採用
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マテリアリティに基づく事業展開

当行は、環境・気候変動への対応を重要課題と捉え、2021年10月に気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）提言※1への賛同を表明しました。同提言に則った当行の取組みは以下の通りです。

気候変動等、環境課題への取組み 〜TCFD提言への対応〜

⃝ 当行ではサステナビリティ経営に関する取組みを更に推進・強化するため、取締役会の監督のもと、サステナビリティ関連
施策を推進する体制を構築しております。

⃝  頭取を委員長とするサステナビリティ委員会を設置し、気候変動を含む環境・社会に係る機会及びリスクへの対応方針
や取組計画等を策定・実行しております。また、重要な事項については取締役会へ付議・報告しております。

⃝ 2020年4月には、「百十四銀行　環境方針」を策定し、当行の環境に関する方針を明文化しております。
⃝ また、サステナビリティ経営の更なる推進に向け、2023年度以降の役員報酬については、サステナビリティ経営に関する

目標（CO2排出量削減、女性管理職比率向上等）の達成状況を加味しております。

WEB 「百十四銀行　環境方針」は当行Webサイトをご覧ください。
https://www.114bank.co.jp/company/policy/

※ 1   気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）とは、気候変動を世界的課題と位置づけ、金融安定理事会(FSB)によって2015年に設立された国際
的な支援組織。金融市場安定化の観点から、気候変動のリスクと機会に基づく財務面への開示を提言している。

戦 略

ガバナンス

当行は持続可能な社会の実現に向け、気候変動及び環境保全への対応を重要な経営課題のひとつとして位置づけており、機会
及びリスクの両面から取組みを進めております。

機会
⃝ 中長期的な目線でお客さまや地域の気候変動対策や脱炭素社会への移行を支援することは、金融機関にとってビジネス

機会の創出・拡大につながると認識しております。
⃝ 再生可能エネルギー事業へのファイナンスや、お客さまの温室効果ガス排出削減支援、環境負荷軽減を目的としたサービ

スの提供等を通じて、脱炭素化社会の実現に取り組んでおります。

リスク
⃝ 気候変動に関するリスクは、移行リスクと物理的リスクを認識しております。
⃝ 移行リスクは、気候関連の政策・規制強化や脱炭素に向けた技術革新の進展等の影響を受けるお客さまに対する信用リス

クの増大等を想定しております。
⃝ 物理的リスクは、異常気象に伴うお客さまの資産の毀損や事業活動の停滞による信用リスク及び当行の営業店舗等の損壊

等によるオペレーショナルリスクの増加を想定しております。

シナリオ分析
移行リスク

IEA（国際エネルギー機関）の2℃シナリオ及び1.5℃シナリオを基に、炭素税が導入された場合の与信先（ポートフォリオ）
の状況等を分析し、当行財務への影響度を試算いたしました。

分析については「電力・ガス」及び「海運」セクターに該当する与信先を対象といたしました。結果、与信費用増加は2050
年までに累計で最大約105億円の見込みとなりました。

物理的リスク
IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の2℃シナリオ及び4℃シナリオを基に、当行営業地域全域で2050年までに想定さ

れる大規模水害による与信先（ポートフォリオ）への影響を分析し、当行財務への影響度を試算いたしました。

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

マテリアリティに基づく事業展開
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⃝  当行は、気候変動に起因する移行リスクや物理的リスクが当行の事業運営、戦略、財務計画に大きな影響を与えることを
認識し、統合的リスク管理の枠組みにて、これらのリスクを管理する態勢の整備を進めております。

⃝ 2020年12月に「環境及び社会に配慮した投融資方針」を定め、環境及び社会の課題解決に向けた事業を支援するととも
に、負の影響が大きい事業や事業者との取引については、その影響の低減・回避につとめております。

2  実績
Scope1

（直接的排出）
Scope2

（間接的排出） 合計 削減率
（2013年度比）

2022年度 630t 4,896t 5,526t ▲43.6%

※2 Scope1：当行自身が燃料（ガソリン等）を燃焼等することにより直接的に発生するCO2排出量
　　Scope2：他社から供給された電気等を使用することにより間接的に発生するCO2排出量

CO2排出量の長期削減目標
気候変動リスクの低減に向けて、事業活動を通じて発生するCO2排出量を中長期的に削減し、政府が掲げる2050年

カーボンニュートラルの実現に貢献することを目的に、CO2排出量の長期削減目標を設定しております。
2022年度は、一部店舗や研修所・福利厚生施設等を対象に都市ガスからカーボンニュートラル都市ガスへ切替えを

実施したほか、百十四グループ内で使用するごみ袋を、99%再生材から製造されたごみ袋に切り替える等の取組みを
行った結果、2013年度比43.6％の削減となりました。

WEB 「環境及び社会に配慮した投融資方針」は当行Webサイトをご覧ください。
https://www.114bank.co.jp/company/policy/

1  目標

定義 Scope1及びScope2※2に該当するCO2排出量

目標 【中間目標】2030年度までに2013年度比50%削減
【最終目標】2050年までにカーボンニュートラル実現

リスク管理

指標と目標

分析については、「担保毀損」「売上減少」の2点からアプローチいたしました。結果、与信費用増加は2050年までの累計で
最大約42億円となりました。

また当行営業店舗等の毀損による損失影響額は、2050年までの累計で最大6億円となりました。

炭素関連資産
⃝ 2021年10月のTCFD提言改訂を踏まえた炭素関連資産4セクター（エネルギー、運輸、素材・建築物、農業・食料・林産

物）の、当行貸出残高に占める炭素関連資産の割合は29.7％です。（2023年3月末）
⃝ なお、エネルギー（石油・石炭）及びユーティリティ（電気・ガス）セクター向けの貸出金合計（ただし、水道事業、再生可能

エネルギー発電事業等を除く）の当行貸出残高に占める割合は2.5％です。（2023年3月末）
⃝ 今後も当該セクターとのエンゲージメントを通じて、サステナブルファイナンスのほか、脱炭素に向けたさまざまなソリ

ューションの提供等に取り組んでまいります。

なお、2022年度の当行グループ全体のCO2排出量（Scope1・2）の算定結果は、6,877tとなりました。
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サステナブルファイナンスの長期目標
投融資を通じて地域やお客さまのサステナビリティ向上への取組みをサポートするため、サステナブルファイナンスの長期目

標を設定し、目標達成に向け取り組んでおります。
2023年3月末実績（累計）については、1,252億円（うち環境系567億円）となっております。

温室効果ガス排出量実績（Scope3）   （単位：t-CO2） 

1  目標
定義 地域やお客さまの環境課題や社会課題の解決に向けた取組みを支

援・促進する投融資

目標 【目標期間】2021年度～2030年度の10年間
【目標金額】投融資累計額 5,000億円（うち環境系 2,000億円）

2  実績 2021年4月～
2023年3月末（累計） 1,252億円（うち環境系567億円）

Scope3排出量把握への取組み
Scope1及び2については、長期目標を設定のうえ実績を算定してきましたが、2021年度より算定対象にScope3カテゴ

リー1～14を追加いたしました。

算定項目 2022年度実績

1. 購入した製品・サービス コピー用紙、データ通信費、郵便料金、図書新聞、文房具等 2,477
2. 資本財 事業用建物、動産、ソフトウェア 4,015
3.  Scope1、2に含まれない燃料及び 

エネルギー関連活動 購入した電気・蒸気、燃料の上流側の排出 639

4. 輸送・配送（上流） 送料（他社輸送、当行が荷主） 109
5. 事業から出る廃棄物 廃棄物全般 360
6. 出張 雇用者の出張 337
7. 通勤 雇用者の通勤 830
8～14.  リース資産（上流）、輸送（下流）、

販売製品加工 等 （該当なし） （該当なし）

15. 投資 事業法人向け融資 （未算定）
合計 8,767

スコープの算定方法、排出係数等は「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドラインVer2.4（環境省 経済産業省 2022年
3月）」「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベースVer3.2（環境省 経済産業省2022年３月）」を使用。
Scope3カテゴリー8、9、10、11、12、13、14は該当ありません。なおScope3カテゴリー15については、今後把握を検討してまいります。

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

気候変動等、環境課題への取組み 〜TCFD提言への対応〜
マテリアリティに基づく事業展開

 環境負荷低減への取組み 
▪太陽光発電設備で発電した電力の自己消費

2023年3月に稼働を開始した当行保養所跡地に設置した太陽光発電設備において、発電した
電力を自己消費する「自己活用スキーム」の活用により、CO2排出量の削減を図っております。年間
480tのCO2排出量削減効果が見込まれ、これは当行グループの年間排出量の約8％に相当します。

▪営業店舗のZEB化、事業用不動産の省エネ推進
2023年秋に新築移転を予定している新店舗にてCO2の実質排出量をゼロとする『ZEB※』の

実現を計画しております。新店舗で消費するエネルギーの53％を各種設備で「省エネ」、太陽
光により59％を「創エネ」することによりCO2の実質排出量をゼロとする『ZEB』の取得を見込
んでおり、店舗集約による効果とあわせて年間約100tの排出量削減をめざします。
※Net Zero Energy Buildingの略称
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2,253

3,811

1,832

1,941

651

1,897

1,125

3,753

1,684

12,388

10,961

2,191

605
1,600

’22/3月期 ’23/3月期
■国債  ■地方債  ■社債  ■株式  ■外国証券  ■その他（　）内は前期比

（△1,127）

（△58）

（△45）
（△297）

（△148）

（△1,427）

（+250）

有価証券（平均残⾼）の推移  （億円）

2023年3月期の有価証券ポートフォリオは債券、外国証
券、その他（投資信託等）の評価損銘柄を整理し、平均残高
は前期比1,427億円減少しました。

ミッション 将来を優先する中長期運用

全体最適管理ポートフォリオ

中長期的ファンダメンタルズの判断投資判断

最適なポートフォリオ運営を行う上で考慮する事項

■ 金融の季節変遷

■  銀行全体のポートフォリオの状況変化も踏まえた有価
証券ポートフォリオ運営（有価証券ポートフォリオのサ
イズ拡縮・構成比等の推移イメージの行内共有）

■  リスクテイクに係る制約事項を踏まえた期待収益・リ
スク許容度

方向性

持続可能な経営基盤の構築

百十四グループの経営基盤の強靭化をめざすことで経営のサステナビリティを高めてまいります。

新中期経営計画 個別戦略

有価証券運用の安定化
銀行全体のポートフォリオの状況等を踏まえ、中長期的かつ全体最適を見据えたポートフォリオ運営を行うことで、短期

的な期間収益に偏らない、安定的な有価証券運用を行ってまいります。

システム・デジタル基盤整備
レガシーシステムを縮小させ、デジタル分野を中心とし

たオープンなシステム構造への変革をめざしてまいります。
また、基幹系システムの安定稼働を維持しながら、次期基
幹系システムのめざす姿についても明確化してまいります。

コスト・リターン管理の徹底
物価高騰の影響等も踏まえつつ、リターンや効果重視の

経費支出と投資の徹底を図ってまいります。また、DXや
GX（Green Transformation）施策への投資を進め、サス
テナビリティ経営の高度化を実践してまいります。

行内業務／行員

めざす姿
お客さまサービス／お客さま

行内システム

外部クラウド

基幹系システム（勘定系・情報系）

● 接続環境整備
● サイバーセキュリティ対策

レガシー分野は
縮小

ATM

デジタル分野の
早期拡大

営業店端末

API基盤
デジタルサービス

プラットフォーム（DSP）
APIの充実

インターネット基盤

PC スマホ タブレット

レガシー分野は
縮小

デジタルを活用し
早期に業務を効率化

行内PC 業務用
スマホ

業務用
タブレット

● 安定稼働維持
● 制度案件対応
● コスト抑制
● アーキテクチャ刷新に
  よる構造スリム化検討

● 外部クラウドへの移行、
  SaaS利用等による
  軽量化
● ローコード開発による
  行内業務の効率化

リターン/効果重視の経費支出と投資の徹底

Living money（生きたお金）
⃝リサイクル・リユース等の徹底（サーキュラーエコノミー）
⃝物品・サービスの調達ルールの見直し　等

P/L面の施策（例）

めざす姿

DXやGXによるローコスト化と収益化

Living assets（生きた資産）
⃝保有資産の有効活用
⃝先進・革新的な技術やノウハウの導入と活用　等

B/S面の施策（例）

脱プラスチック
施策

ペーパーレス
施策

カーシェアリング
活用

遊休地の
利活用

店舗の
仮想発電所化

EV車活用
（V2X）

マテリアリティに基づく事業展開
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当行は、取締役会、監査等委員会制度を軸として「サステナビリティ委員会」「収益管理委員会」「リスク管理委員会」
「コンプライアンス委員会」等を有効活用し、組織横断的な事項に迅速に対応することで、コーポレート・ガバナンスの
実効性確保につとめております。

当行は、監査等委員会設置会社を採用し、監査等委員である取締役への取締役会における議決権の付与を通じて、取締役
の職務執行に対する監査・監督機能の強化を図っております。また、ガバナンス態勢の客観性及び透明性向上を目的に、互
選により選出された社外取締役を委員長とし、頭取、監査等委員会の委員長及び社外取締役から構成される「指名・報酬等
ガバナンス協議会」を設置しております。

更に、執行役員制度を導入しており、取締役会で選任された執行役員が業務執行を担当し、業務執行に係る重要な事項に
ついては、常務執行役員以上をメンバーとする「経営執行会議」及び組織横断的な事項に迅速に対応するために設置してい
る「サステナビリティ委員会」「収益管理委員会」「リスク管理委員会」「コンプライアンス委員会」等において協議・決定
する体制としております。

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

コーポレート・ガバナンス体制の概要

⃝コーポレート・ガバナンス体制図

監査等委員ではない取締役

選任／解任 選任／解任 選任／解任

監査等委員である取締役

指示

監査部本部・営業店

連
携・報
告

指名・報酬等ガバナンス協議会諮問
機関

取締役会

監査等委員会

会計
監査

監査／監督

代表取締役

業務執行取締役

報告

収益管理
委員会

サステナビリティ
委員会

リスク管理
委員会

コンプライアンス
委員会 経営執行会議

監査
会計監査人

株主総会

⃝取締役会
取締役会は、取締役（監査等委員である取締役を除く）

８名、監査等委員である取締役７名（うち社外取締役５名）
で構成されております。取締役の選任にあたっては、事業
環境及び経営戦略等をもとに当行が期待する専門性・スキ
ルに基づき選定し、当行グループの持続的な発展に資する
スキルバランスが取締役会全体で保持されるよう配意して
おります。また、その構成について、ジェンダー、国際性、
職歴及び年齢等の多様性に留意することとしております。
原則として毎月１回開催し、法令または定款で定められた
事項のほか、経営に関する重要事項について決議するとと
もに、取締役の業務執行を監督しております。

取締役会 2022年度開催回数 12回

＜2022年度の主な審議事項＞
⃝ 百十四グループマテリアリティ及びサステナビリティKPI

の決定
⃝長期ビジョンの策定
⃝中期経営計画（2023年４月～2026年３月）の策定
⃝2023年度「コンプライアンスプログラム」実施計画の策定
⃝「マネー・ローンダリング等防止規定」の一部改定 
⃝2021年度取締役会実効性評価結果の概要及び対応
⃝取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬額の改定
⃝取締役（監査等委員である取締役を除く）に対する賞与金

等

ステークホルダーコミュニケーション
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⃝取締役会のスキル・マトリックス

氏名
期待する分野

経営管理 業務
オペレーション

リスク
マネジメント

ヒューマン
リソース

IT/DX
戦略

綾田裕次郎 ● ● ●

香川　亮平 ● ● ●

大山揮一郎 ● ● ●

豊嶋　正和 ● ● ●

黒川　裕之 ●

金本　英明 ● ●

多田　和仁 ● ●

森　　匡史 ● ● ● ●

組橋　和浩 ● ●

佐久間達也 ● ● ●

社内取締役（業務執行取締役及び監査等委員）

社内 男性

社内 男性

社内 男性

社内 男性

社内 男性

社内 男性

社内 男性

社内 男性

社内 男性

社内 男性

氏名
期待する分野

企業経営 金融 財務・
会計 法務 地方創生

山田　泰子 ● ●

早田　順幸 ● ● ●

藤本　智子 ●

小西　範幸 ● ●

丸森　康史 ● ● ●

社外取締役（監査等委員）

社外

独立役員

男性

社外

独立役員

女性

社外

独立役員

男性

社外

独立役員

女性

社外

独立役員

男性

（注）上記スキル・マトリックスは各取締役が有するすべての専門性と経験を表すものではありません。

2021年度の評価結果 2022年度の取組み 2022年度の評価結果

課

題

❶  DX・脱炭素等の経営
課題に対処するため、
新たな知見の吸収が
必要

施

策

⃝ 外部講師による実践的な役員
勉強会の実施

⃝ フリートークセッションなど
議論の場の創設

評

価

保有スキルや年代、ジェンダー
等の多様性を踏まえた取締役会
メンバーで構成され、コンプラ
イアンスや、取締役の選解任・
報酬体系、後継者計画等ガバナ
ンス関連についても、透明性の
進展等により着実な改善が進め
られており、取締役会は高い実
効性を確保している。

❷  将来を見据えた長期
ビジョンに基づく議論
の深化

⃝ 経営戦略に関する議論をする
機会と時間の確保

❸  経営課題に対処する
ため組成されるプロ
ジェクトの評価・監督
の強化

⃝ 取締役会に対し、重要施策の
定期的な進捗状況や課題、 解
決策等の報告の実施

2022年度に実施した取締役会実効性評価によって認識された課題

❶ 長期ビジョン実現に向けて策定した新中期経営計画の実効性ある進捗状況管理

❷ サステナビリティ経営の実現に向け、 非財務指標を含む経営指標を活用した議論

❸ 人的資本経営を意識した取組みを進め、 女性・若手など多様な経営人材層の育成に関与

当行では毎年度、取締役全員を対象にアンケートを実施し、その集計結果の分析に基づいて取締役会の実効性を評価
しております。取締役会は、評価により洗い出された課題の改善に取り組むことで、取締役会の実効性の向上につとめ
ております。

⃝取締役会の実効性評価
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⃝監査等委員会
監査等委員会は、監査等委員である取締役７名（うち社外

取締役５名）で構成されております。原則として毎月1回開
催（2022年度は13回開催）するほか、必要に応じて随時開
催し、取締役の職務の執行を監査・監督しております。

⃝指名・報酬等ガバナンス協議会（任意の委員会）
指名・報酬等ガバナンス協議会は、頭取、監査等委員会

委員長及び独立社外取締役５名で構成され、委員長を独立
社外取締役としております。原則として年２回以上開催

（2022年度は８回開催）し、取締役会の諮問機関として、
取締役候補者の指名及び取締役の解任、代表取締役の指
名・解職、監査等委員ではない取締役の報酬等、及びその
他ガバナンス及び経営上の重要な事項に関する審議を行い、
取締役会はその答申の内容を尊重することとしております。

指名・報酬等ガバナンス協議会 2022年度開催回数 8回

＜2022年度の主な審議事項＞
⃝ サクセッションプランに基づく候補者選抜アンケートの結果
⃝ 取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬体系に対す

る答申
⃝ 2023年度新体制案（取締役候補、執行役員候補等）
⃝ 取締役会実効性評価アンケート実施及び結果
⃝長期ビジョン及び中期経営計画策定議案に対する答申

等

監査等委員会 2022年度開催回数 13回

＜2022年度の主な審議事項＞
⃝ 監査方針、監査計画の策定
⃝ 監査等委員以外の取締役の選任・報酬に関する意思決定
⃝ 定時株主総会への付議議案内容の監査
⃝ 会計監査人の再任決議
⃝ 会計監査人の報酬等に関する同意

等

⃝社外取締役の選任理由

氏名 選任理由
出席状況（2022年度）
取締役会 監査等委員会

山田　泰子

香川県に入庁後、環境・福祉・会計等の部署で要職を歴任し、地方行政における豊富
な経験と、地方創生や財務会計等についての専門的知識を有し、人格、見識ともに
優れております。2019年6月から当行取締役監査等委員をつとめ、当行の経営を適切
に監督していることから、同氏が監査等委員として、引き続き独立した立場から、経
営監督機能を担うことができるものと判断し、監査等委員である社外取締役として選
任しております。

12／12回 13／13回

早田　順幸

日本生命保険相互会社及び企業年金ビジネスサービス株式会社等の経営者としての豊富
な経験と、金融や財務会計等に関する豊富な知識を有し、人格、見識ともに優れており
ます。2019年6月から当行取締役監査等委員をつとめ、当行の経営を適切に監督してい
ることから、同氏が監査等委員として、引き続き独立した立場から、経営監督機能を
担うことができるものと判断し、監査等委員である社外取締役として選任しております。

11／12回 12／13回

藤本　智子

弁護士としての高い専門性を備えたうえで、香川地方労働審議会委員や高松市環境審
議会委員等の公職を歴任してきたことから、法律家としての観点のみならず、行政の
現場で培った多様な視点、発想も持ち合わせております。2021年6月から当行取締役
監査等委員をつとめ、当行の経営を適切に監督していることから、同氏が監査等委員
として、引き続き独立した立場から、経営監督機能を担うことができるものと判断し、
監査等委員である社外取締役として選任しております。

12／12回 13／13回

小西　範幸

学識経験者として会計・監査・ガバナンスや地方創生等についての高い専門的知識を
備えたうえで、青山学院大学副学長や国際会計研究学会会長等の要職をつとめ、人
格、見識ともに優れております。2022年6月から当行取締役監査等委員をつとめ、当
行の経営を適切に監督していることから、同氏が監査等委員として、引き続き独立し
た立場から、経営監督機能を担うことができるものと判断し、監査等委員である社外
取締役として選任しております。

9／9回 9／9回

丸森　康史

株式会社三菱UFJ銀行及び三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社等の経営者
としての豊富な経験と、金融や財務会計、コンサルティング業務等に関する専門的知
識に加えて、地方銀行の社外監査役の経験も有し、人格、見識ともに優れておりま
す。当行は同氏の能力、経験を高く評価しており、監査等委員として、独立した立場
から、経営監督機能を担うことができるものと判断しております。また、経営者とし
ての経験や知見を活かし、当行経営に資する助言等を行っていただくことを期待し、
監査等委員である社外取締役として選任しております。

2023年6月取締役就任

ステークホルダーコミュニケーション
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⃝フリートークセッションの実施
取締役会等の正式な会議体での議論だけでなく、社外取

締役と自由闊達に意見交換を行う場として、2021年から
フリートークセッションを実施しております。行内の取締
役や執行役員、部長、支店長等が参加し、中長期的な視点
で議論を行っております。開催回数も増加しており、今後
も充実させていく方針です。

フリートークセッション 2022年度開催回数 5回

＜2022年度の主なテーマ＞
⃝ 長期ビジョン策定に向けた意見交換
⃝次期中期経営計画策定に向けた意見交換
⃝デジタル戦略室の取組状況と課題

等

⃝取締役会の構成

社内取締役

10名

独立社外取締役

5名
取締役

15名（うち2名女性）

機関設計

社外役員

取締役会

役員報酬

その他の
取組み

2014年2013年
以前 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

ガバナンス協議会の設置

自己評価実施及び
課題の改善

固定報酬と変動報酬の
構成比見直し

固定報酬と変動報酬の
構成比見直し

ストックオプション制度の導入
役員退職慰労金の廃止

執行役員制度の導入

「コーポレートガバナンス・
ガイドライン」の制定

CCO（コンプライアンス最高責任者）の設置
相談役制度の廃止

フリートークセッションの
開始

後継者育成方針の策定
第三者評価の実施

業績連動型株式報酬制度
の導入

業績連動型株式報酬制度
の継続

サステナビリティ経営に関する
目標※の達成状況と連動

後継者育成方針の改定

取締役の
スキル・マトリックス開示

社外監査役
3名

社外取締役
1名

社外取締役
2名

社外取締役
4名

社外取締役
5名

監査等委員会設置会社に移行 東証プライム市場に移行

指名・報酬等ガバナンス協議会の設置

ガバナンス強化に向けた取組実績

（女性取締役）（女性取締役） （女性取締役） （女性取締役）（女性取締役）

※CO2排出量削減（E)・女性管理職比率向上（S）・政策保有株式削減（G）
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1982年 ４月 当行入行
2006年 ３月 同 栗林支店長
2008年 ４月 同 名古屋支店長
2010年 ４月 同 営業統括部長
2012年 ４月  同  執行役員東京支店長  

兼東京公務担当部長
2014年 ４月 同 常務執行役員
2015年 ６月 同 取締役常務執行役員
2016年 ４月 同 取締役専務執行役員
2017年 ４月  同 取締役頭取 

現在に至る  

1983年 ４月 当行入行
2007年 ７月 同 東京支店副支店長
2008年 ７月 同 本店営業部副部長
2011年 ４月 同 広島支店長
2013年 ４月 同 営業統括部副部長
2014年 ４月 同 執行役員岡山支店長
2017年 ４月 同 常務執行役員
2017年 ６月 同 取締役常務執行役員
2021年 ４月 同 取締役専務執行役員 
  現在に至る

1986年 ４月 当行入行
2009年 １月 同 東京支店副支店長
2011年 ４月 同 福岡支店長
2014年 ４月 同 融資部副部長
2016年 ４月  同 執行役員東京支店長  

兼東京公務担当部長
2019年 ４月 同 常務執行役員
2019年 ６月 同 取締役常務執行役員 
  現在に至る

1990年 ４月 当行入行
2015年 ４月 同 松山支店長
2017年 ４月 同 神戸支店長
2019年 ４月  同 執行役員東京支店長  

兼東京公務担当部長
2021年 ４月 同 執行役員営業戦略部長
2022年 ４月 同 常務執行役員
2022年 ６月 同 取締役常務執行役員 
  現在に至る

1989年 ４月 当行入行
2013年 10月 同 明石支店長
2016年 ４月 同 融資部部長補佐
2018年 ４月 同 秘書室長
2020年 ４月 同 営業戦略部長
2021年 ４月 同 執行役員経営企画部長
2022年 ４月 同 常務執行役員
2022年 ６月 同 取締役常務執行役員 
  現在に至る

1985年 ４月 当行入行
2011年 10月 同 姫路支店長
2014年 ４月 同 高松支店長
2016年 ４月 同 人事部長
2018年 ４月 同 執行役員人事部長
2021年 ４月 同 常務執行役員
2021年 ６月 同 取締役常務執行役員 
  現在に至る

1985年 ４月 当行入行
2011年 10月 同 営業統括部副部長
2012年 ４月 同 融資部副部長
2013年 ４月 同 経営企画部長
2015年 ４月 同 執行役員経営企画部長
2017年 ４月 同 常務執行役員
2017年 ６月 同 取締役常務執行役員 
  現在に至る

■ 取締役（監査等委員である取締役を除く）

代表取締役
取締役頭取
綾田 裕次郎

代表取締役　
取締役副頭取兼CCO
香川 亮平

取締役常務執行役員
豊嶋　正和

代表取締役
取締役専務執行役員
大山　揮一郎

取締役常務執行役員
森　匡史

取締役常務執行役員
金本　英明

取締役常務執行役員
多田　和仁

取締役常務執行役員
黒川　裕之

▪ 役員一覧（2023年7月1日現在）

1982年 ４月 当行入行
2010年 ４月 同 経営企画部長
2012年 ４月 同 執行役員神戸支店長
2014年 ４月 同 常務執行役員
2014年 ６月 同 取締役常務執行役員
2016年 ４月 同 取締役専務執行役員
2019年 ４月 同  取締役専務執行役員 

兼CCO
2021年 ４月 同 取締役副頭取兼CCO 
  現在に至る

ステークホルダーコミュニケーション
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1983年 ４月 当行入行
2012年 10月 同 経営企画部副部長
2015年 ４月  同 コンプライアンス法務室長  

兼総務部副部長
2016年 ４月   同 執行役員総務部長  

兼コンプライアンス法務室長
2018年 ４月 同 常務執行役員監査部長
2021年 ４月 同 常務執行役員監査部担当補佐
2021年 ６月 同 取締役監査等委員 
  現在に至る

1982年 ４月 香川県入庁
2008年 ４月 同 総務部総務事務集中課長
2009年 ４月  同 環境森林部環境政策課長 

兼総務部人権・同和政策課主幹
2012年 ４月  同 総務部総務学事課長 

兼総務部人権・同和政策課主幹
2013年 ４月 香川県立保健医療大学事務局長
2014年 ４月 香川県健康福祉部次長
2015年 ４月 同 会計管理者兼出納局長
2018年 ４月  香川県立ミュージアム館長 

（2019年３月退任）
2019年 ６月 当行社外取締役（監査等委員） 
  現在に至る

2006年 11月 弁護士登録
2007年 ９月 藤本智子法律事務所開設【現職】
2015年 ４月  香川県弁護士会副会長 

（2016年３月退任）
2019年 ４月  香川県紛争調整委員会会長 

（香川労働局）
2019年 11月 高松市環境審議会委員
2020年 ４月  香川大学理事・副学長（内部統制・

ダイバーシティ推進担当）（非常勤）
【現職】

2021年 ６月 当行社外取締役（監査等委員）
2021年 11月  香川地方労働審議会委員会長（香川

労働局）（非常勤）【現職】
  現在に至る

1981年 ４月  株式会社三菱銀行（現株式会社三菱
UFJ銀行）入行

2008年 ４月 同 執行役員
2011年 ５月  同 常務執行役員（2012年６月退任）
2012年 ６月  三菱UFJリサーチ＆コンサルティ

ング株式会社代表取締役副社長
2013年 ６月  株式会社南都銀行社外監査役

（2015年６月退任）
2014年 12月  三菱UFJリサーチ＆コンサルティ

ング株式会社取締役 
（2015年３月退任）

2015年 ３月  旭硝子株式会社（現AGC株式会社）
常勤監査役（2019年３月退任）

2019年 ６月  公益財団法人三菱経済研究所副理
事長（代表理事）【現職】

2019年 ６月 TOTO株式会社社外監査役
2022年 ６月 同 社外取締役（監査等委員）【現職】
2023年 ６月 当行社外取締役（監査等委員）
  現在に至る

1986年 ４月 当行入行
2010年 ４月 同 太田支店長
2012年 ４月 同 経営企画部副部長
2013年 ４月 同 秘書室長
2017年 ４月 同 執行役員経営企画部長
2021年 ４月 同 執行役員事務統括部長
2023年 ４月 同 常務執行役員監査部担当補佐  
2023年 ６月 同 取締役監査等委員 
  現在に至る

1986年 ４月 日本生命保険相互会社入社
2014年 ３月 同 執行役員関連事業部長
2016年 ３月  同 執行役員関連事業部長  

兼審議役（総合企画部）
2017年 ３月  同 執行役員代理店営業副本部長 

兼金融法人副本部長
2018年 ３月 同 常務執行役員金融法人本部長
2018年 ７月  同 取締役常務執行役員（代理店部門、

金融法人部門、販売スタッフ部門
（代理店、金融法人関係）担当）  
兼金融法人本部長

2019年 ３月 同 取締役（2019年７月退任）
2019年 ４月  企業年金ビジネスサービス株式会社

代表取締役副社長
2019年 ６月 当行社外取締役（監査等委員）
2020年 ４月  企業年金ビジネスサービス株式会社

代表取締役社長【現職】
2020年 ６月 株式会社大気社社外監査役【現職】
  現在に至る

2004年 ４月  岡山大学経済学部教授兼法科大学院
兼任教授

2008年 ４月  岡山大学大学院社会文化科学研究科
組織経営専攻長

2009年 ４月  青山学院大学大学院会計プロフェ
ッション研究科教授【現職】

2012年 ４月  日本政策投資銀行設備投資研究所・
客員主任研究員【現職】

2016年 ４月  青山学院大学大学院会計プロフェ
ッション研究科長

2018年 ４月 学校法人青山学院評議員【現職】
2019年 12月 青山学院大学副学長【現職】
2021年 10月 国際会計研究学会会長【現職】
2022年 ５月  日本取締役協会監事（非常勤）【現職】
2022年 ６月 当行社外取締役（監査等委員）
  現在に至る

■ 監査等委員である取締役

取締役（監査等委員）
佐久間　達也

取締役（監査等委員）
組橋　和浩

取締役（監査等委員）
非常勤・社外
山田　泰子

取締役（監査等委員）
非常勤・社外
藤本　智子

取締役（監査等委員）
非常勤・社外
小西　範幸

取締役（監査等委員）
非常勤・社外
丸森　康史

取締役（監査等委員）
非常勤・社外
早田　順幸
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▪ 社外取締役インタビュー

当行のガバナンス態勢は、監査等委員会設置会社への移
行、社外取締役が委員長をつとめる指名・報酬等ガバナン
ス協議会やCCO設置等を通じて、着実に強化されていると
思います。取締役会も多様なキャリアをもつメンバーで活発
な審議がなされており、実効性の向上を肌で感じています。
特に進んだと感じるのは、経営層、管理者層、実務者層等、
各層間におけるコミュニケーションの活性化です。社外取締
役にもさまざまな層との対話の機会や仕組みが設けられ、
実態認識を共有しながら、建設的な議論が行われています。

社会環境の変化が進む中、サステナビリティ経営の観点
からも、事業戦略や収益構造の高度化が求められますが、
それには“守り”と“攻め”のバランスのとれた高次元のガバ
ナンスが不可欠です。自動車に例えると、安心して「アク
セル」を踏み込むにはさまざまな情報を正確に把握できる

「モニター」と効きの良い「ブレーキ」の装備が必要なよ
うに、銀行においてもアップサイドも含めたリスクコント
ロールを適時・迅速に成し得る強靭なガバナンス態勢が、
今後更に重要になると考えます。

人材を資本と捉え、従業員を大事にする経営思想は、日
本企業に元来存在するものですが、当行においても、職員
をとても大切に考える良き企業文化を随所に感じます。特

地域金融機関は、これまで「地域とともに歩む」ことで
地域経済を力強く支えてきましたが、これから社会の姿が
どう変わろうとも、企業価値の源泉は変わらずそこにある
と思います。ですから、『長期ビジョン2030』に謳う「ウェ
ルビーイングな地域社会の創造」は、当行の果たすべき使
命を明快に示すものとしてとても共感しています。そして
そこに添えられた「地域のみんなと」という言葉が、私は
とても気に入っています。

これからの地域経済は、それぞれの特性や資源を活かし
ながら、独自の発展を辿っていくことになると思います。
そうした中では、企業も個人も、ビジネスや暮らしに寄り
添い、ウェルビーイングをプロデュースしてくれるパート
ナーの存在が必要となります。当行は「かかりつけ医をめ
ざす」としていますが、まさに言い得て妙であり、真に信
頼されるコンサルティング・パートナーとして、お客さま
から選ばれる存在でなければなりません。
『長期ビジョン』に示した“To-Be”（ありたい姿）と“As-Is”

（現状の姿）には、まだまだギャップがありますが、そのギ
ャップこそが更なる成長・進化の“伸びしろ”であり、私は
百十四グループが一丸となって次のステージに踏み出した
“これから”に大きな可能性を感じています。今後とも客観
的な立場からの監督・助言につとめ、“地域のみんな”とウ
ェルビーイングを実感できる社会の実現をめざす“百十四銀
行のみんな”とともに歩み続けていきたいと思います。

に女性活躍推進については、各種の取組みの成果が『える
ぼし』や『プラチナくるみんプラス』の取得のほか、女性
管理職比率の高さに表れています。また、副業・キャリア
リターン制度創設等、多様な働き方に向けた取組みも一層
進んでいます。

今後の重要課題としては、デジタルやリスク管理等の多様
な高度専門人材の計画的育成とキャリア採用、そして職員一
人一人の自律成長とチャレンジを後押しする仕組みの整備だ
と思います。地域金融機関には、もともと地域の発展や人々
の幸せな暮らしを願う人達が集っています。当行は新中期経
営計画の中で、HRX(Human Resources Transformation)
を成長エンジンの一つとしていますが、そうした志ある職
員一人一人が自律成長につとめつつ、お客さまの声を真摯
に聴き、一緒に考え、地域を良くする取組みに果敢にチャ
レンジしていく謂わば “HRX行動” は、必ずやより闊達な
組織風土を醸成し、当行の持続的成長の強い原動力を生む
“活きた人的資本”になると信じています。

■ 社外取締役  早田　順幸

当行のコーポレート・ガバナンスに対する 
評価についてお聞かせください。Q1

当行の人的資本経営に対する評価、
及び今後の課題についてお聞かせください。Q2

地域金融機関である百十四銀行が果たす
べき役割、及び今後当行グループに期待
することについてお聞かせください。

Q3
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     株主還元
当行の配当は、安定的な株主還元に配慮しつつ、内部留保の充実度合い、利益の状況及び経営環境等を総合的に考慮した上で

実施する方針としております。

     株主優待制度
株主の皆さまの日頃からのご支援に感謝するとともに、当行株式への投資魅力を高め、より多くの皆さまに当行株式を長期保有

していただくために、株主優待制度を導入しております。

▶対象となる株主さま
毎年3月31日を基準日とし、100株（1単元）以上の株式を１年以上継続保有※される株主さまが対象となります。

▶優待制度の内容
地元香川県の特産品及び社会貢献活動に対する寄付コースを掲載した専用カタログから、

保有株式数に応じてお好みの優待品をお選びいただけます。
なお、専用カタログは毎年6月に発送しております。

株主価値の向上

     積極的な情報開示
当行は、株主、お客さま及び投資家の皆さまへ適時・適切に提供する情報の充実を通じて、当行の認知度と評価の向上を図っ

ております。

・ 決算発表

・ 定時株主総会
・ 機関投資家向けIR
・  ミニディスクロー 

ジャー誌発刊

・ 第1四半期決算発表

・  地元取引先向けIR
・  統合報告書（ディスク

ロージャー誌 情報編・
資料編）発刊

・ アニュアルレポート
　発刊

・ 中間期ミニディスクロージャー誌発刊

・ 中間期ディスクロージャー誌発刊

・ 第3四半期決算発表

※個人投資家向けIRは随時開催しております。

・ 中間期決算発表

4月 8月 12月6月 10月 2月5月 9月 1月7月 11月 3月

〈IRカレンダー〉

保有株式数 専用カタログ

100株以上500株未満 2,500円相当

500株以上 5,000円相当

※  1年以上継続保有とは、基準日（3月末日）とその前年3月末日及び9月末日の株主名簿に同一株主番号で
100株以上の保有記録が連続して記載、または記録されていることです。

※  2023年3月期の自己株式取得額は、2023年5月11日公表の自己株式取得枠の金額上限額で買付した場合を記載。 
【取得枠の内容】 取得株数上限：40万株、取得上限額：6億円、取得期間：2023年6月12日~2023年8月31日

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期
年間配当額（億円） 20 20 21

1株当たり
配当金

中間期末 40円 30円 35円
期末 30円 40円 40円
年間 70円 70円 75円

自己株式取得額（億円） ー 10 6※

株主還元額（億円） 20 30 27
連結当期純利益（億円） 25 117 91

配当性向 80.5% 17.6% 23.8%
株主還元率 80.5% 26.2% 30.2%
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